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第1章 序論

1.1 背景

1.1.1 瞬時電圧低下対策の必要性

近年の高度情報技術社会の進展に伴って、産業から一般家庭に至るまでエレク
トロニクスを応用した機器・システムの普及が進んでおり、これらの正常動作を保
証する電力の安定供給や品質に対する要求が高まっている [1–5]。これに対して、
電力各社の努力により電力供給停止件数は減少しているものの [2]、事故除去まで
に故障点を中心に電圧が一時的に低下する瞬時電圧低下（瞬低）は不可避な現象
として認識されている [1, 2]。具体的には、わが国における瞬低発生状況は図 1.1

に示すように報告されており、その発生回数は全国平均で 6.6 kV高圧配電線 1回
線当たり 12回/年と見積もられている [1]。また、その 8割以上が継続時間 0.2秒
程度までの非常に短時間のものである一方、様々な機器に影響を及ぼす瞬低の条
件は図 1.2に示すように報告されており、上記 0.2秒程度までの瞬低でも多くの機
器が機能停止等の影響を受けることがわかっている [1]。そして、これに伴う被害
は様々な分野に及ぶことが報告・予測されており [1,6]、最も深刻な部類に入る半
導体や液晶関係の工場では、空調停止によってクリーンルーム環境が基準を満た
さなくなると、瞬低 1回当たりの被害は億円単位に及ぶとされている [6]。以上の
ように、瞬低の発生頻度は高く、またそれによる被害が甚大であることから、近
年では瞬低対策の必要性が益々高まっている。

1.1.2 瞬時電圧低下対策の形態

これに対して、瞬低対策はこれまで、無停電電源装置（UPS: Uninterruptible

Power Supply）を機器ごとに導入するという形態で行われてきた [2,4,7,8]。しか
しながら、同装置が機器を個別に保護していること、また同装置は一般に停電も対策
範囲に含めていることから、保守性・コスト改善の限界が指摘されている [1,2,4]。こ
れを受けて最近では、需要家構内ないしフィーダ一括での対策が可能であり [1,4,9]、
また停電よりも圧倒的に発生頻度の高い瞬低に対策範囲を限定した補償装置への
需要が高まっている [4]。そこで、そのような対策形態の大容量瞬低補償装置と
して超伝導磁気エネルギー貯蔵装置（SMES: Superconducting Magnetic Energy

Storage）の有効性が期待されている [10]。
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総回数の 8 割以上は

継続時間 0.2 秒以下

の瞬低

図 1.1: 6.6 kV高圧配電線 1回線当たり・1年当たりの瞬時電圧低下発生状況 [1]
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図 1.2: 瞬時電圧低下による負荷機器への影響例 [1]
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1.1.3 超伝導磁気エネルギー貯蔵装置（SMES）

SMESの原理は、その中心要素である超伝導コイルに電気エネルギーを磁気エ
ネルギーとして貯蔵するというものである [11]。そのため、同装置は 1©貯蔵効率
が高い、 2©大電力の高速出し入れが可能、 3©スケールメリットが大きいといった
特長を有しており [11]、1980年代までは負荷平準化用（数 GWh）といった大規
模なものまでその適用可能性が検討されていた [11–13]。一方、同装置の大規模化
には電磁力対策等の課題が指摘されており、また近年の電力品質に対する関心の
高まりもあって、現在では系統制御用（数十から数百 kWh）[14–21]や瞬低補償用
（数 kWh）[10,22–31]の当初は小規模とされていたものが開発対象の主流となって
いる。そして、超伝導コイルへの通電が主に直流であり、交流損失等の影響が比
較的小さいことから、SMESは特に瞬低補償装置としての実現性が実証されてい
る [10,22,29]。
それに加えて、SMESは瞬低補償装置として競合技術と比較しても非常に大き

な潜在能力を有している。まず、レドックスフロー（RF）電池 [32]やナトリウム
硫黄（NaS）電池 [33]等の電池類と比較して、 1©貯蔵効率が高く、 2©大電力の高速
出し入れが可能といった特長を有している [10]。これは、上記電池類では電気エネ
ルギーを一旦化学エネルギーに変換する必要があることに起因している。その結
果、図 1.3に示すように、上記電池類が瞬低補償に要する大出力を得るために補償
電力に対して極めて過剰な電力を貯蔵することを要求されるのに対し、SMESは
そのようなことを必要とされず、瞬低補償装置としては極めてコンパクトになる
といった利点を有している [10]。一方、その点に関して有力な瞬低補償装置として
は電気二重層キャパシタ [34,35]が挙げられる。ただし、同キャパシタでは 1セル
当たりの電圧が電解質溶液の分解電圧によって制限されるため、大容量化の際に
は必要容量に応じたセル数を用意する必要がある [36]。これに対して SMESの蓄
積エネルギーは、電流一定でコイルのインダクタンスに比例し、さらに同インダ
クタンスの増加には必ずしもそれに比例したコイル体積ならびに使用線材長を必
要としないため、同装置は上記キャパシタと比較しても 3©スケールメリット [11]

という点で優位にある。SMESはこのスケールメリットにより、特に数MVA以上
といった大容量の瞬低補償に対して市場性があると判断されている [6]。
以上のように、SMESに関しては、瞬低補償装置としての技術が確立され、特

に大容量の瞬低補償に市場性が示されている。そして、国家プロジェクトによる 5

MVA装置のフィールド試験が成功を収めた後 [6, 10, 22, 29]、10 MVA装置が中部
電力（株）によってシャープ（株）亀山（三重県）液晶パネル工場に納入された
ことで、SMESは世界最大規模の瞬低補償装置として 2006年に実用化が開始され
た [29]。
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図 1.3: 同じ出力を得るために必要な電力貯蔵部の比較 [10]

1.1.4 瞬低補償用SMESの高温超伝導化の必要性

一方、上記SMESのエネルギー貯蔵部である超伝導コイルには、一足先に実用化
に至った磁気共鳴映像（MRI: Magnetic Resonance Imaging）装置での実績がある
Nb-Ti線材という金属系の低温超伝導（LTS: Low Temperature Superconducting）
線材が適用されている [10, 22, 29]。この Nb-Ti合金の臨界温度は 9 K程度であ
り [37]、これに伴って冷却には高価で取り扱いに熟練を要する液体ヘリウム（大
気圧沸点：4.2 K）による浸漬冷却が採用されている [10, 22,29]。
これに対して、酸化物系の高温超伝導（HTS: High Temperature Superconduct-

ing）線材の進歩は目覚しく、例えば Bi-2223/Agテープ材が単線長数 kmという
オーダーで商品化されるに至っている。また、同テープ材の性能向上は現在でも
続いており [38]、最近では加圧焼結法によって臨界電流が大幅に向上するという
成果が報告されている [38–41]。それに加えて、Bi-2223よりもさらに高い臨界電
流特性を実現するY-123に関しても、同材料を用いた線材が次世代線材として国
家プロジェクトにより開発されているところである [42, 43]。
このようなHTS線材の特長は何といっても材料の臨界温度の高さであり、例え

ばBi-2223では 110 K程度、Y-123では 90 K程度に及ぶ [52]。従って、機器運転
温度の高温化の可能性から、安価な液体窒素（大気圧沸点：77.3 K）による冷却
が考えられるなど、冷却方式の選択肢が飛躍的に広がる。その中でも冷凍機伝導
冷却方式は、簡単な操作で 20 K程度までは冷却効率を大幅に損なうことなく実現
できる冷却方式であり、またそのような温度領域ではHTS線材がLTS線材と比較
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して極めて優れた磁界中臨界電流特性を有することから、HTS-SMESの冷却方式
として期待されている [6]。
以上のことから、SMESのHTS化は、超伝導機器最大の課題である冷却の問題

を緩和し、かつ高磁界化による小型化を実現できるため、経済性向上の観点から瞬
低補償用 SMESの導入拡大に大きく貢献すると考えられる。そして、この SMES

のHTS化とは、すなわち冷凍機伝導冷却HTSコイルの実現を意味している。

1.1.5 高温超伝導SMES特有の問題

しかしながら、冷凍機伝導冷却HTSコイルを実現する際には、従来の液体ヘリ
ウム浸漬冷却 LTSコイルに関して培われてきた技術をそのまま適用することがで
きない。これは、冷却方式の違いと、線材の特性の違いという 2点に起因する。
まず、冷却方式に関しては、冷凍機伝導冷却方式では無冷媒であるという点に

注意すべきである。コイルに何らかの原因で発熱が生じた場合、液体冷媒が存在
していれば発熱の大きさに応じた蒸発量の気化熱により冷却することが可能であ
る。一方、冷凍機伝導冷却方式では、発熱の大きさに関わらず冷凍機は定まった
冷却出力でコイルを冷却し続けるのみである。そのため、同冷却方式では、無冷
媒という扱い易さを有しているものの、液体冷媒による浸漬冷却とは異なった安
全性に配慮する必要がある。
次に、線材の特性に関しては、HTSコイルに定常的な発熱が存在する可能性に

注意すべきである。HTS線材では、LTS線材とは異なって通電電流の増加に対し
て緩やかに電界を発生する [52]。従って、この広い低抵抗領域を利用した効率的
な機器設計が考えられるが、同時にこの時コイルは定常的に発熱することになる。
そのため、HTSコイルでは、HTS線材の広い低抵抗領域を利用して高温ならびに
高磁界運転が可能となるものの、臨界電流という明確な評価基準の存在した LTS

コイルと比較して、安全性の評価が複雑なものとなる。
すなわち、以上 2点をまとめると、冷凍機伝導冷却HTSコイルでは冷却出力に

上限があるにも関わらずコイルが発熱するという点に注意すべきであり、このこ
とは同コイルの設計に LTSコイルでは有効であった設計手法をそのまま適用する
ことが不適切であることを示唆している。

1.1.6 高温超伝導SMESの設計手法

HTS-SMESの設計に関する従来研究を見てみると、それらをLTS-SMESの延長
として捉えている例が多い。すなわち、臨界電流や臨界電流密度を基準とした設
計である [53–56]。超伝導線材の臨界電流（Ic）は、ある抵抗率が観測される電流
値か、またはある電界基準に達する電流値で簡易的に定義される [57]。しかしなが
ら、Icは抵抗ゼロで定義される厳密な意味での臨界電流（Icm）とは異なることに
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注意を要する。従って、LTS線材とHTS線材では両者とも、Ic通電時に発熱する
という点では一致する。一方、ここで重要なことは、LTS線材では Ic が Icmとほ
ぼ一致するのに対し、HTS線材では Ic と Icmとの差が極めて大きいことである。
換言すると、HTS線材では上述のように通電電流の増加に対して電界の発生が緩
やかであるため、Icmが Icに比較して一般にかなり小さい。そのため、LTS線材
では Icが発熱の有無をほぼ明確に評価できる境界としてコイル設計の際に機能し
たが、HTS線材では Icは発熱に関して直接の情報を有しておらず、評価基準とす
る根拠に乏しい [58]。一方、Icmによって発熱の有無を評価できるが、Icmは Icと
比較して非常に小さく、また Icmを超えても実用上問題の無い低抵抗領域が存在す
ると考えられるため、Icmを基準として設計に適用することは、HTS線材の潜在
能力を生かすという意味であまりにも過小評価となる。従って、HTS-SMESに関
しては、臨界電流ではなく発熱を直接評価するような設計手法の確立が必要であ
ると考えられる。

1.2 目的
半導体等と比較してその発見 [44]から具体的産業応用が実現されるまでに遅々

としていた超伝導体も、瞬低補償用 SMESが実用化されるなど、本格的に応用段
階に入ってきた。また、超伝導フィーバー [45–51]を巻き起こしたHTS材料に関
しても、同材料を用いた線材の一部が既に実用段階にあり、次世代線材が開発中で
あるなど、HTS応用への機が熟してきている。このように、超伝導機器の実現性
とそのHTS化の現実性が実証されている今、超伝導機器ならではの有効性とHTS

化による経済性を結びつけるためには、HTS材料の潜在能力を安全かつ最大限に
引き出すような機器設計手法の確立が最重要課題であると考えられる。そして上
記超伝導機器の中でも瞬低補償用 SMESは、電力の安定供給を前提に成立する高
度情報技術社会を支える役割を担っており、時代が求めるニーズに符合した技術
である。以上を踏まえ、本論文の目的は、瞬低補償用HTS-SMESの設計手法の確
立である。従来研究に見られる臨界電流特性に依存した手法とは異なり、発熱を
直接評価することで、安全性を確保しつつも材料の能力を十分に引き出せるよう
な設計手法を提案する。具体的には、HTS線材の電流密度‐電界特性を詳細に考
慮してHTSコイルの発熱を評価し、また一般的な大域的最適化手法の一つである
遺伝アルゴリズムを適用して、瞬低補償用HTS-SMESの最適設計に取り組む。

1.3 本論文の構成
本論文の構成は以下のとおりである。
第 1章（本章）では、本論文の背景と目的について述べている。現在では瞬低

対策に対するニーズが大きく、SMESは瞬低対策装置として極めて有効であるも
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のの、同装置導入拡大のためにはHTS化による経済性向上が重要な鍵を握ってお
り、その際には冷凍機伝導冷却HTSコイル設計手法確立が必要不可欠となること
を述べている。
第 2章では、酸化物HTS材料における電流輸送特性について述べている。同特

性に見られる様々な特徴について述べ、それらを引き起こす物理現象を考慮した
定量評価式を紹介している。また、広範な温度・磁界・磁界印加角度条件下で得
られた測定データと比較することにより、同式が酸化物HTS材料の電流輸送特性
の評価に極めて有効であることを示している。
第 3章では、第 2章の電流輸送特性評価式を考慮したHTSコイルの通電特性解

析について述べている。瞬低補償用 SMESの場合、瞬低に備えていかに安全に所
要の蓄積エネルギーを貯蔵し続けるかが重要であるため、待機運転時に対応する
直流電流通電時のコイル性能を有限要素法に基づいて評価している。また、その
結果により、冷凍機伝導冷却HTSコイルではコイル内の局所的な発熱と共に総発
熱を考慮することが重要であるという新たな知見を得ている。
第 4章では、HTSコイル通電性能のコイル形状依存性を検討し、コイル形状最適

化の必要性とその際の注意点について検討している。具体的には、第 3章のHTS

コイル通電特性解析を様々な断面形状のコイルに対して行い、同コイルの通電性
能の決定因子等について詳細に考察している。
第 5章では、遺伝アルゴリズムを適用したHTSコイルの形状最適化手法につい

て述べている。第 4章の結果と比較することで同手法の妥当性を検証すると共に、
第 4章では検討できなかった範囲まで同手法を適用することで、HTSコイルの本
質的な最適形状の目安を得ている。また、HTSコイルの設計に関して指針を与え
るべく局所的な発熱と総発熱の関係について議論し、両者それぞれに起因する熱
暴走に対しては個別に配慮すべきであるという知見を得ている。
第 6章では、第 5章の最適化手法に基づいて、瞬低補償用HTS-SMESの最適設

計を行っている。HTSコイルの熱暴走に十分配慮すると共に、その磁界が冷凍機や
変換器等の配置に影響を及ぼさないようなコイル構成を決定している。また、様々
な仕様のHTS-SMESに対してコイル形状・構成を検討することにより、運転温度
の選定や蓄積エネルギーに対するスケールメリットについて言及している。
第 7章では、本論文で得られた知見についてまとめている。また、構成上の関

係で本論文に盛り込むことが出来なかった研究成果にも触れ、HTS-SMESのさら
なる高性能化・高機能化の可能性を今後の課題として挙げている。
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第2章 酸化物高温超伝導材料の電流
輸送特性

2.1 目的
従来の金属系実用 LTS材料における超伝導‐常伝導状態間の境界は見かけ上明

確であり、例えば電界基準（Ec）で定義される臨界電流や臨界電流密度（Jc）を
その境界に相当する評価基準として機器設計に反映することが有効な手段であっ
た。換言すると、ゼロ抵抗領域と高抵抗領域、すなわち「発熱が無くて使える領
域」と「発熱が有って使えない領域」を比較的容易に判別することができた。こ
の慣例に習い、HTS機器に関しても LTS機器と同様、臨界電流や臨界電流密度を
評価基準とする従来研究が目立つ [53–56]。
一方、酸化物HTS材料に関しては、超伝導‐常伝導状態間の境界が不明確であ

ることに注意を要する。このことは、上記臨界電流や臨界電流密度付近に広く低
抵抗領域が存在し、「発熱が有っても使える領域」が存在することを示唆している。
従って、酸化物HTS材料では、臨界電流や臨界電流密度が必ずしも機器設計の評
価基準にはならず、直接発熱を評価する方が妥当であると考えられる。また、多
くのHTS機器で前提とされている冷凍機伝導冷却方式では、冷凍機それぞれに対
して冷却出力が定まっていることを考慮すると、安全性確保の観点からも発熱を
評価することは益々重要になる。そして、この発熱評価のためには、臨界電流や
臨界電流密度といった閾値情報のみではなく、非線形的かつ複雑に変化する電流
密度（J）‐電界（E）特性を把握する必要がある。
そこで本章では、酸化物HTS材料の J-E特性について、同特性に見られる特徴

を紹介し、その背景にある物理現象を考慮した定量評価式について説明する。ま
た、実用HTS線材であるBi-2223/Agテープ材を用いた測定結果との比較により、
同評価式の妥当性を確認し、その有効性を実証する [59]。

2.2 電流輸送特性の特徴

2.2.1 非線形性

超伝導体は、その磁気的性質から第 1種超伝導体と第 2種超伝導体に分類され
る。第 1種超伝導体とは、材料固有の熱力学的臨界磁界（Bc）よりも小さな外部磁
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量子化磁束線

電流

等価Lorentz力ピン力

第2種超伝導体

図 2.1: 第 2種超伝導体中の量子化磁束線に働く等価 Lorentz力とピン力の関係

界に対してはMeissner効果によって磁束の侵入を許さずに超伝導状態を保ち、逆
にBcよりも大きな外部磁界に対しては同効果が破れて常伝導状態になる物質のこ
とである。一方、第 2種超伝導体とは、下部臨界磁界（Bc1）と上部臨界磁界（Bc2）
の間の外部磁界に対しては、磁束の侵入を許しつつも超伝導部が存在する混合状
態を有する物質のことである。第 1種超伝導体のBcや第 2種超伝導体のBc1は第
2種超伝導体のBc2と比較して極めて小さいことが知られており [60]、電力応用で
は主として第 2種超伝導体の混合状態を利用することになる。
混合状態では、上述のように磁束が超伝導体内に侵入するが、侵入している磁

束は量子化されることが知られている [61, 62]。その模式図を図 2.1に示す。この
状態で電流を流すと、磁束線は等価 Lorentz力による作用を受けて動こうとする。
この時、もし磁束線が動けば、電磁誘導による電界が発生し、磁束線内の常伝導
電子がその電界によって駆動されることで損失が生じる。しかし、実際の超伝導
材料には常伝導析出物や結晶界面が存在しており、これらが磁束線の動きを止め
る働きをして、ある電流値までは損失を生じない。この磁束線の動きを止める作
用を磁束ピンニング、作用するものをピン（またはピンニング・センター）、止め
得る力のことをピン力という [60]。また、ピン力は上記常伝導析出物等の個々の
ピンの強さで定義される要素的ピン力のベクトル和として与えられ、これは加算
問題と呼ばれている [63, 64]。
酸化物HTS材料では、金属系LTS材料とは異なり、複雑な結晶構造に起因して

そろった強さのピンを導入することが難しく、上記要素的ピン力は広い分布を有
していると考えられている [65]。そのため、実際にピンニングできる力であるピ
ン力にも広い分布が存在することになる。また、高温動作や層状結晶構造に伴っ
て、上記ピン力には大きな熱擾乱が重畳される。このことは、それぞれの磁束線
に同じ力が働いたとしても、磁束線が確率的にピンから外れる（以下、デピニン
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図 2.2: 酸化物HTS材料と金属系 LTS材料の J-E特性比較

グという）ことを示唆している。その結果、酸化物HTS材料では図 2.2に示すよ
うに、電流密度の増加に伴って電界は緩やかに発生することになる [66]。このよう
に、酸化物HTS材料では J-E特性に上記のような非線形性が存在することから、
電界基準で定義される臨界電流や臨界電流密度などの閾値情報のみを機器設計に
反映することが不適当であり、J-E特性を考慮する必要があると考えられる。

2.2.2 温度依存性

酸化物HTS材料には広いピン力分布が存在すると述べたが、それに加えて同分
布の形状は熱揺動の影響を受けて変化する。従って、デピニングの様相が温度に
よって変化することになり、J-E特性は温度（T）依存性を有する。その様子を図
2.3に示す。これは、実用線材であるBi-2223/Agテープ材を用いた測定により、そ
の超伝導体部の J-E特性を様々な温度に対して得たものである。同図に示すよう
に、高温度であるほど同じ電界に対して通電できる電流密度が小さいことがわか
る。これは、平均的なピン力が高温度であるほど小さくなることを示している。ま
た、同特性の傾きも温度によって変化しており、高温度であるほどその傾きは小
さい。これは、ピン力分布が高温であるほど広がり、そのため電流密度の増加に対
して緩やかに電界が発生することを示している。酸化物HTS材料の J-E特性は、
このような温度依存性を有している。
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図 2.3: Bi-2223/Agテープ材幅広面垂直に 0.04 Tの磁界を印加した際の J-E特性
の温度依存性 [59]

2.2.3 磁界依存性

一方、酸化物HTS材料の J-E特性は磁界（B）依存性も有している。その様子
を図 2.4に示す。同図に示すように、外部磁界が大きいほど同じ電界に対して通電
できる電流密度が小さいことがわかる。これは、超伝導体に侵入している磁束線
の密度が増加することで磁束線間の相互作用が強くなり、結果として平均的なピ
ン力が小さくなっていることを示している。また、温度依存性と同様に、外部磁
界が大きいほど電流輸送特性の傾きが小さくなっている。これは、上記磁束線間
の相互作用によってピンポテンシャルが変化し、ピン力分布が変化したためであ
ると解釈できる。酸化物HTS材料の J-E特性は、このような磁界依存性を有して
いる。

2.2.4 磁界印加角度依存性（磁気異方性）

酸化物HTS材料の最も大きな特徴の一つとして挙げられるのが、磁気異方性と
呼ばれる J-E特性の外部磁界印加角度（φ）依存性である。その様子を図 2.5に示
す。なお、磁界印加角度の定義は図 2.6に示している。このように、同じ大きさの
磁界が印加されているにも関わらず、J-E特性はその印加角度によって非常に大き
く変化する。また、同じ電界に対して通電できる電流密度は、Bi-2223/Agテープ
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図 2.4: 77.3 KにおいてBi-2223/Agテープ材幅広面垂直に磁界を印加した際のJ-E

特性の磁界依存性 [59]
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図 2.5: 77.3 Kにおいて Bi-2223/Agテープ材に 0.4 Tの磁界を印加した際の J-E

特性の磁界印加角度依存性 [59]
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図 2.7: 酸化物HTS材料の結晶構造を表す模式図

材幅広面に対して外部磁界が垂直に印加されている場合が最も小さく、逆に平行
に印加されている場合が最も大きい。これは、酸化物HTS材料が図 2.7に示すよ
うに、2次元的な結晶構造を有することに起因している [52]。超伝導を担っている
のはCuO2層であり、特にその層と平行に磁界が印加された場合、磁束線はCuO2

層に挟まれたブロック層に強くピンニングされる（固有磁束ピンニング）[67,68]。
逆に、その層に垂直、すなわち c軸方向に侵入した磁束はデピニングしやすい。こ
こで、Bi-2223/Agテープ材では、テープ幅広面が ab面にほぼ対応している。従っ
て、c軸方向に対応する幅広面に対して垂直な磁界に対しては電界を発生しやすい
のである。以上のように、酸化物HTS材料の J-E特性は、同材料の結晶構造の 2

次元性に起因して、磁気異方性と呼ばれる磁界印加角度依存性を有している。
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2.3 電流輸送特性評価式

2.3.1 n値モデル

酸化物 HTS材料では、電流密度の増加に対する電界の立ち上がりが緩やかで
あり、電界基準で定義される臨界電流や臨界電流密度といった閾値だけではなく、
J-E特性を把握することが重要であると述べた。そこで、同特性の最も単純な近
似式として、以下の式で表される n値モデルがよく用いられている [66]。

E = Ec

(
J

Jc

)n

(2.1)

ここで、nは電界の立ち上がりの鋭さを与えるパラメータである。同モデルによ
れば、限られた条件においては酸化物HTS材料における J-E特性を評価すること
が可能である。しかしながら、酸化物HTS材料の J-E特性には、上述の温度依存
性・磁界依存性・磁気異方性が存在するため、同モデルによってこれらすべてを
評価するためには、全ての条件において測定を繰り返し、Jcや nの値を対応させ
なければならない。また、付録Aに示すように、n値は電流密度に関するべき数
であるにもかかわらず、厳密にはその値が電流密度自身によっても変化するなど、
パラメータとしての物理的意味が欠落している。従って、同モデルを用いる限り、
機器設計から材料開発へフィードバックすることが極めて困難となることも問題
である。そこで、物理現象に基づき、温度依存性・磁界依存性・磁気異方性を含め
て J-E特性を系統的に表現できるような評価法が、HTS機器設計においては重要
であると考えられる。

2.3.2 パーコレーション遷移モデル

一方、酸化物HTS材料における J-E特性を系統的に表現するモデルとしては、
山藤・木須らによってパーコレーション遷移モデルが提案されている [69]。同モデ
ルによれば、酸化物HTS材料における J-E特性を物理モデルに基づいて評価する
ことが可能となる。詳細は以下のとおりである。
既述のように、酸化物HTS材料には要素的ピン力に広い分布が存在する。この

分布と温度による揺らぎ、および磁束線間の相互作用を考慮して木須らが行った
Monte-Carloシミュレーションによれば、温度または磁界の上昇に伴って磁束線が
図 2.8に示すようにデピニングしていく様子を知ることができる [69,70]。また、同
図右側に示すように、そのデピニングの様子を基にピン力分布に対応する局所的
臨界電流密度（J local

c ）の確率密度関数（F (J local
c )）が求められ、J = Jdにおける
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B < Bp

(T < Tp)

B > Bp

(T > Tp)

B ~ Bp

(T ~ Tp)

F(Jc
local)

Jc
local

F(Jc
local)

Jc
local

F(Jc
local)

Jc
local

0

0

0

Jcm
local

Jcm
local

図 2.8: 温度 T または磁界Bの上昇に対するデピニング領域（黒塗りの領域）の広
がりとそれに対応する局所的臨界電流密度分布の変化 [70]（Bp：パーコレーション
遷移磁束密度、Tp：パーコレーション遷移温度、F (J local

c )：局所的臨界電流密度の
確率密度関数、J local

c ：局所的臨界電流密度、J local
cm ：局所的臨界電流密度の最小値）
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デピニング確率（S(Jd)）はWeibull関数を用いて

S(Jd) =

∫ Jd

−∞
F (J local

c )dJ local
c

= 1− exp

[
−

(
Jd − J local

cm

J local
c0

)m] (2.2)

と表現される [71]。ここで、J local
cm と J local

c0 はそれぞれ、F (J local
c )における J local

c の
分布の最小値と半値幅である。また、mは F (J local

c )の形状を表すパラメータであ
り、磁束線間ならびに磁束線‐ピン間の相互作用の強さから決定される。一方、そ
れぞれの磁束線がデピニングされた時点から電界の発生に寄与することを考慮す
ると、巨視的に観測される電界は S(Jd)の積分に比例すると考えられる。ここで、
上記Weibull関数を解析的に積分することは困難であるが、実用上重要な電界範囲
に対応する電流密度範囲では

S(Jd) =

(
Jd − J local

cm

J local
c0

)m

(2.3)

と近似できる [72]。従って発生電界は、ピンが全く働かなくなった場合の抵抗率
に相当する一様フロー抵抗率（ρFF）を比例定数として

E(J) = ρFF

∫ J

0

S(Jd)dJd

=





ρFFJ local
c0

m + 1

(
J − J local

cm

J local
c0

)m+1

for J local
cm ≥ 0 Am−2

ρFFJ local
c0

m + 1

[(
J + |J local

cm |
J local

c0

)m+1

−
( |J local

cm |
J local

c0

)m+1
]

for J local
cm < 0 Am−2

(2.4)

と導出される [71–73]。上記電界は、J local
cm の正負を境として異なる式で表現され

ている。これは、図 2.8に示すように、温度あるいは磁界がそれぞれ J local
cm が 0と

なる TpあるいはBpに達することで、デピニング領域（黒塗りの領域）が端から
端まで繋がり、磁束線間の相関距離が発散するためである [74]。この TpとBpを
それぞれパーコレーション遷移温度、パーコレーション遷移磁束密度と呼んでお
り、それぞれ

Tp(B) = Tc

[
1−

(
B

Bp0

) 1
α

]
(2.5)

Bp(T ) = Bp0

[
1−

(
T

Tc

)α]
(2.6)
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と経験的に表現される [75, 76]。ここで、Tcは臨界温度であり、Bp0、αは定数で
ある。一方、前述のようにピン力分布は温度と磁界によって変化するため、J local

cm

と J local
c0 は温度依存性と磁界依存性を有し

J local
cm (T, B) = JT

∣∣∣∣1−
T

Tp(B)

∣∣∣∣
2ν

= JB

∣∣∣∣1−
B

Bp(T )

∣∣∣∣
2ν

(2.7)

J local
c0 (T, B) = aT ξBη (2.8)

と表現される [71–73,75]。ここで、JT、JB、ν、a、ξ、ηは定数である。この J local
cm

と J local
c0 の温度依存性ならびに磁界依存性を考慮することで、式 (2.4)は

E(J, T, B)

=





ρFFJ local
c0 (T, B)

m + 1

(
J − J local

cm (T, B)

J local
c0 (T, B)

)m+1

for B ≤ Bp(T ) (T ≤ Tp(B))

ρFFJ local
c0 (T, B)

m + 1

[(
J + |J local

cm (T, B)|
J local

c0 (T, B)

)m+1

−
( |J local

cm (T, B)|
J local

c0 (T, B)

)m+1
]

for B > Bp(T ) (T > Tp(B))

(2.9)

となり、酸化物HTS材料の J-E特性を、その非線形性・温度依存性・磁界依存性
を含めて表現することが可能となる。

2.3.3 磁気異方性を考慮した拡張式

上述のように、木須らの提案したパーコレーション遷移モデルによれば、酸化
物HTS材料の J-E特性における非線形性・温度依存性・磁界依存性を考慮できる。
一方、さらに磁気異方性を考慮するために、同モデルを以下のように拡張する方
法が報告されている [75, 78,79]。
前述のように、酸化物HTS材料の結晶構造は図 2.7に示すような 2次元性を有

しており、ab面と平行に侵入している磁束線はデピニングしにくく、電界を発生
しにくい。そこで、c軸と平行に侵入した磁束線のみが電界の発生に寄与すると近
似することができる。一方、Bi-2223/Agテープ材を例にとると、それぞれの結晶
粒の ab面は同テープ材の幅広面に必ずしも一致しているというわけではなく、結
晶配向にずれが存在することがX線回析からわかっている [77]。この結晶配向の
ずれを考慮すると、中村らによれば、磁界の等価的な c軸成分である等価垂直磁
界（Beq）は

Beq(B, φ) = B

(
cos2 φ +

1

γ2
sin2 φ

) 1
2

(2.10)

のように表現できると提案されている [75]。ここで、γは異方性比と呼ばれ、これ
が結晶配向のずれを表すパラメータである [75,78,79]。このBeqで式 (2.9)中のB
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を置き換えると、

E(J, T, B, φ)

=





ρFFJ local
c0 (T,Beq(B, φ))

m + 1

(
J − J local

cm (T, Beq(B, φ))

J local
c0 (T, Beq(B, φ))

)m+1

for B ≤ Bp(T, φ) (T ≤ Tp(B, φ))

ρFFJ local
c0 (T,Beq(B, φ))

m + 1

[(
J + |J local

cm (T, Beq(B, φ))|
J local

c0 (T,Beq(B, φ))

)m+1

−
( |J local

cm (T, Beq(B, φ))|
J local

c0 (T, Beq(B, φ))

)m+1
]

for B > Bp(T, φ) (T > Tp(B, φ))

(2.11)

となり、磁気異方性を考慮できる解析式が導出される。式 (2.11)を用いることで、
酸化物HTS材料の J-E特性を、その非線形性・温度依存性・磁界依存性・磁気異
方性のすべてを含めて考慮することが可能となる。なお、上記磁気異方性は、木
須らによっても別途モデル [80]が提案されている。

2.4 評価式と測定値の比較
式 (2.11)は、限られた条件（65.0 K ≤ T ≤ 82.5 K、B = 0.5 T、0o ≤ φ ≤ 90o）

では既にBi-2223/Agテープ材を用いた実験との比較が行われており、その妥当性
が示されている [75]。一方、HTS-SMESの冷却には冷凍機による伝導冷却方式が
検討されており、20 K程度までは比較的簡単に得られる。また、そのような温度
領域では、磁界に対する酸化物HTS材料の電流輸送特性が大幅に向上するため、
数T程度以上の高磁界応用が考えられる。従って、上記温度ならびに磁界領域に
おけるHTS-SMESの性能を議論するためには、同領域における式 (2.11)の有効性
を検証する必要がある。
そこで、本論文では20.0 K ≤ T ≤ 77.3 K、0.02 T ≤ B ≤ 3.50 T、0o ≤ φ ≤ 105o

に対するBi-2223/Agテープ材の詳細な測定データを用いて、式 (2.11)との比較を
行った。まず、同テープ材の諸元を表 2.1に示す。Bi-2223/Agテープ材は一般に
図 2.9に示すような多芯構造を有しており、同表中の銀比（c）は超伝導フィラメ
ントの総断面積に対する銀シースの断面積比で定義される。 また、同表中の臨界
電流は一般的に用いられる電界基準Ec = 1 µV/cmで定義された測定値である。
さて、測定結果と式 (2.11)の比較例を図 2.10に示す（実際には 1万 5千あまり

の測定値との比較を行っている）。同図は、J-E特性を T = 30.0, 50.0, 70.0 Kの温
度において、またそれぞれ温度に対して φ = 0o, 20o, 40o, 60o, 90oの磁界印加角度
で測定した場合のB依存性である。点が測定値、実線が式 (2.11)であるが、以下
に挙げる特徴を含めて両者が非常によく一致している。
まず、T = 70.0 K、φ = 0oのB依存性に着目すると、Bに対して電流輸送特性
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表 2.1: 測定、解析、および設計に用いたBi-2223/Agテープ材の諸元 [59]

Items Values

Cross sectional width 3.9 mm

Cross sectional thickness 0.24 mm

Silver ratio: c 2.5

Critical current 70 A (at 77.3 K and self field)

銀シース超伝導フィラメント 銀シース超伝導フィラメント

図 2.9: 一般的なBi-2223/Agテープ材の断面写真 [70]

が非常に大きく変化していることがわかる。ある同一電界に対して通電できる電
流密度が変化することはもちろんであるが、注目すべきは両対数プロット上にお
いてその曲率が変化していることである。すなわち、Bが小さい時は上に凸であ
り、逆にBが大きくなると下に凸となっている。実はこの特性の違いがパーコレー
ション遷移によるものと考えられており [69]、式 (2.11)はそのような非線形特性を
含めて測定値を定量的に表現できている。次に、φ = 0oにおいて、T = 30.0 Kと
T = 70.0 Kを比較すると、T = 30.0 Kでは T = 70.0 Kと比較してBの影響をあ
まり受けないことがわかる。このように、低温で磁界に対する特性が向上する様子
も、式 (2.11)によってうまく表現されている。さらに、T = 30.0 Kと T = 50.0 K

を比較するとわかりやすいが、T = 30.0 Kでは φの変化に対して電流輸送特性が
あまり影響を受けない一方、逆に T = 50.0 Kでは φの変化の影響を非常に大きく
受ける様子がわかる。式 (2.11)は、そのような磁気異方性を極めてよく再現でき
ており、また低温においてその見かけ上の影響が小さくなる様子もうまく表現で
きている。
このように、今回新たに行った測定データとの比較によって、これまで以上に

式 (2.11)の有効性を示すことができた。
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図 2.10: 様々な温度、磁界、および磁界印加角度に対する式 (2.11)とBi-2223/Ag

テープ材の測定データの比較 [59]

21



2.5 まとめ
本章では、酸化物HTS材料の電流輸送特性に見られる様々な特徴を紹介し、そ

の定量評価式について説明した。また、同評価式は、これまで限られた条件での有
効性が実証されていたが、さらに広範囲の条件で得られた測定データと比較した
ことにより、確かに酸化物HTS材料の J-E特性の特徴を非常にうまく表現でき、
定量性を有していることがわかった。具体的には以下のとおりである。

• 酸化物HTS材料では電流密度の増加に伴って電界が緩やかに発生するなど、
定義にもよるが超伝導‐常伝導状態間には明確な境界が存在しない。これは、
同超伝導体には広い要素的ピン力分布が存在し、これに伴って磁束線間の相
互作用等を考慮して得られる巨視的ピン力にも広い分布が存在することで、
電界の発生につながる磁束線の運動が電流密度の増加に伴って確率的に起こ
るためである。

• 温度や磁束密度がピン力分布に影響を与えるため、酸化物HTS材料の電流
輸送特性には温度依存性ならびに磁界依存性が存在する。

• 酸化物HTS材料の結晶構造は 2次元性を有しているため、同材料の電流輸
送特性には磁気異方性と呼ばれる磁界印加角度依存性が存在する。これは、
酸化物HTS材料における特徴的な性質の一つである。

• パーコレーション遷移モデルを基に、結晶粒配向のずれまで考慮して拡張さ
れた解析式によれば、酸化物HTS材料の J-E特性に見られる非線形性・温
度依存性・磁界依存性・磁気異方性の全てを考慮でき、定量的な評価も可能
になる。実際に測定データと比較したところ、その定量性は広範な条件範囲
においても保証されており、同解析式は、運転条件の選択範囲の広いHTS機
器設計に関して非常に有効な評価式であると考えられる。
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第3章 高温超伝導コイルの通電特性

3.1 目的
前章では、酸化物HTS材料の電流輸送特性に見られる特徴について述べると共

に、それらの特徴を表現する物理モデルを考慮して得られた解析式によれば同材
料の J-E特性を定量的に評価できることを示した。同特性は、温度、磁界、さら
には磁界印加角度によって大きく変化すると述べたが、このことは、HTSコイル
が自身の作る磁界によって何らかの影響を受け、またその様子が運転温度によって
変化することを示唆している。そこで本章では、上記解析式を適用したHTSコイ
ルの通電性能解析手法を開発し、酸化物HTS材料の J-E特性がコイルに与える影
響について検討する。また、従来の臨界電流に基づく評価手法との比較検討を行
うことにより、上記 J-E特性を考慮して発熱を評価することの重要性を示す。な
お、瞬低補償用 SMESでは、瞬低に備えていかに安全にエネルギーを蓄積し続け
られるかが重要であるため、待機運転時に対応する直流電流通電時のコイル性能
を有限要素法に基づいて評価する [81–84]。

3.2 方法

3.2.1 モデル

解析対象は軸対称形状のBi-2223/Agコイルとし、上述の理由から直流通電時の
特性を評価する。同コイルを構成するBi-2223/Agテープ材には、前章の測定デー
タに用いられたものを想定しており、その諸元は表 2.1に既述している。さて、同
コイルの概略図と解析用モデルを図 3.1に合わせて示す。コイルの内半径（ri）、外
半径（ro）、および高さ（h）は同図に示すように定義し、ここでは ri = 108 mm、
ro = 172 mm、h = 85.8 mmとしている。また、形状の対称性から同コイルの上
半分断面のみをモデル化しており、巻線はテープ材の幅広面が常にコイル半径方
向に垂直となるフラットワイズ法を想定している。ポリイミドテープ等のターン
間絶縁材はテープ材の幅や厚みに対して十分薄いものとし、計算上は絶縁するも
ののそれに対応する要素は用意していない。一方、コイルの１ターン、すなわち
テープ材断面は、電流分布を考慮できるようにそれぞれ複数の要素に分割してい
る。また、通電電流は紙面手前から奥に流すことを想定している。
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図 3.1: Bi-2223/Agコイルに対する解析モデル

3.2.2 J-E構成方程式

解析モデル中のコイル巻線部、すなわちBi-2223/Agテープ材に適用する J-E構
成方程式について述べる。式 (2.11)は J に関して解くことができ、同テープ材超
伝導フィラメント部の電流密度（JSC）は、

JSC(E, T, B, φ)

=





J local
cm (T, Beq(B, φ)) +

(
m + 1

ρFF

EJ local
c0 (T, Beq(B, φ))m

) 1
m+1

for B ≤ Bp(T, φ) (T ≤ Tp(B, φ))

− |J local
cm (T, Beq(B, φ))|

+

(
m + 1

ρFF

EJ local
c0 (T, Beq(B, φ))m + |J local

cm (T, Beq(B, φ))|m+1

) 1
m+1

for B > Bp(T, φ) (T > Tp(B, φ))

(3.1)

と導出される。また、前述のように Bi-2223/Agテープ材にはシース材として銀
が用いられており、シース部の電流密度（Jsilver）は銀の導電率（σsilver）[87]を用
いて、

Jsilver(E, T, B) = σsilver(T,B)E (3.2)

と表現できる。ここで、コイルの 1ターンを考えた時、そのターンではテープ材
断面内の磁界分布がテープ材長手方向に対してほぼ変化しないことに注意すると、
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図 3.2: 計算手順を示すフローチャート

同ターン中ではテープ材断面方向の電流成分がほぼ存在しないと考えられる。ある
いは、仮にそのような成分が存在した場合でも、コイル 1ターンの線材長（最小で
も 679 mm）に対して線材幅（3.9 mm）ならびに線材厚（0.24 mm）が極めて小さ
いことに注意すると、同電流成分に起因する電位差は無視できる。以上を考慮する
と、テープ材断面を等電位面として扱うことができ、同ターン中においては電界が
テープ材長手方向に一様であると近似することができる。このとき、Bi-2223/Ag

テープ材は超伝導フィラメントと銀シースの並列回路であるとみなすことができ
るため、同テープ材長手方向の電流密度は、両者の断面積比を考慮して、

J(E, T,B, φ) =
1

1 + c
JSC(E, T, B, φ) +

c

1 + c
Jsilver(E, T, B) (3.3)

と表現できる。式 (3.3)を本解析における J-E構成方程式とする。

3.2.3 手順

最近では比較的簡単に電磁界解析を行える有限要素法パッケージソフトが存在
するものの、式 (3.3)のように複雑な J-E 構成方程式をそれらに導入することは
簡単ではない。そこで、磁束密度分布の計算と電流密度分布の計算の処理を分け、
前者を有限要素法パッケージソフト（PHOTO-EDDY r©）によって行い、後者を
別途開発した手法によって行うものとする。その計算手順を示すフローチャート
を図 3.2に示す。同図中のそれぞれの段階における処理について以下に説明する。

Step 1: 運転条件の設定と初期化を行う。運転条件とは、コイルの運転温度（Top）
と通電電流（Iop）を指す。初期化は電流密度分布に関して行い、一様電流
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密度（Jinitial）

Jinitial =
Iop

Atape

(3.4)

を有限要素法の初期荷重としてコイル巻線部に与える。なお、AtapeはBi-

2223/Agテープ材の断面積である。

Step 2: 有限要素法によって与えられた電流密度分布が形成する磁束密度分布を計
算する。これにより、コイル巻線部の全ての位置においてBとφを得るこ
とができる。

Step 3: 式 (3.3)によって電流密度分布を再計算する。具体的には、有限要素法で
得られたBと φを用いて、

I =

∫

Atape

J(E, Top, B, φ)dS = Iop (3.5)

を満足する J と Eをコイル巻線部の全ての位置について計算する。ここ
で、同一ターン内では前述のようにテープ材長手方向の電界が一様である
ことを仮定しているため、それぞれのターンにおいてEと電流（I）は１
対１で対応することになる。この時、I = Iopを満たすEは二分法によっ
て計算でき、同時にBと φに対応した J が計算されることになる。

Step 4: 収束判定を行う。コイル巻線部の全ての位置において
∣∣∣∣
Jnew − Jold

Jold

∣∣∣∣ < ε (3.6)

となれば計算を終了する。ここで、Joldは各要素に与えられていた電流密
度であり、Jnewは有限要素法によって計算された磁束密度分布に対応して
同要素で新たに計算された電流密度である。また、ここでは ε = 10−3と
している。上記収束条件を満たさなければ、計算された電流密度分布を基
に有限要素法によって磁束密度分布を再計算する。

3.3 結果・考察

3.3.1 ある運転条件

まず、ある運転条件（Top = 20.0 K、Iop = 146 A)において得られた解析結果
に基づいて、酸化物HTS線材の J-E特性がHTSコイルに与える影響を考察する。
なお、以下の結果は、図 3.1中の巻線部、すなわちコイル上半分断面の巻線部のみ
について示している。
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図 3.3: コイル巻線部における磁束密度分布（運転温度 20.0 K、通電電流 146 A）

磁束密度分布

コイル巻線部の磁束密度分布を図 3.3に示す。磁束密度の最大値（Bmax）は 6.11

Tであり、点 a（コイル最内層の高さ方向中央部である対称面上）に位置している。
一方、最小値は点 bに位置しており、磁束は点 bを中心として右回りのベクトル
場を形成している。前述のように、超伝導材料は磁束密度の増加に対して電界を
発生しやすいため、一見この磁束密度分布が発熱密度分布を反映すると予想され
るが、酸化物HTS材料には磁気異方性が存在するために、磁束密度の大きさだけ
ではなく、その方向が非常に重要となる。そこで、Bi-2223/Agテープ材に最も影
響を及ぼす同テープ材幅広面に垂直な磁束密度成分（B⊥）、すなわちコイル半径
方向の磁束密度成分をプロットしたものを図 3.4に示す。その最大値（B⊥max）は
3.49 Tであり、点 cに位置している。一方、最小値は絶対値と同様に点 bに位置し
ている。なお、このB⊥は一般には式 (2.10)で定義したBeqとは異なる（γ → ∞
で一致する）が、以下に述べる電流密度分布、電界分布、および発熱密度分布な
どに対して、B⊥によって十分説明できることが多い。

電流密度分布

磁束密度は酸化物HTS材料の電流輸送特性に影響を与えるため、磁束密度に上
記のような分布が存在すると、対応する電流密度にも分布を生じる。その様子を図
3.5に示す。それぞれのターンでは偏流が生じており、これに伴ってストライプ状の
電流密度分布が得られている。最も顕著な偏流を示すターンは点 bを含むTurn (I)
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図 3.4: コイル巻線部における半径成分（Bi-2223/Agテープ材幅広面に垂直な成
分）の磁束密度分布（運転温度 20.0 K、通電電流 146 A）
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布 (b)垂直磁束密度分布

であり、その電流密度分布を図 3.6(a)に示す。電流密度の平均値が 1.56×108Am−2

であるのに対し、最大値が 2.10× 108 Am−2、最小値が 1.30× 108 Am−2となって
いる。また最大部は下方に位置し、最小部は上方に位置している。これに対し、磁
束密度の垂直成分をプロットしたものを図 3.6(b)に示す。電流密度分布とは反対
に、最大部が上方に位置し、最小部が下方に位置している。従って、両者の対応
関係を考慮すると、垂直磁界成分が大きい部位では等価的な抵抗が大きくなるこ
とで電流が流れにくく、これに伴って垂直磁界成分が小さい部位に電流が集中す
ることがわかる。ただし、このように顕著な偏流が存在するのは、点 bのような
磁束の渦の中心付近のみである。すなわち、磁束の渦の中心では常に磁束密度が
0 Tに近いため、その付近のターン内の磁束密度の最大値の最小値に対する比率
が大きい。例えば、垂直成分に関して言えば、Turn (I)では最大値が 0.241 Tであ
るのに対し、最小値は 0.0405 Tである。一方、点 cを含むTurn (II)内の電流密度
分布と磁束密度の垂直成分の分布の対応を図 3.7に示す。Turn (II)では、磁束密
度の垂直成分の最大値が 3.67 Tであるのに対し、最小値が 3.31 Tと、上記 Turn

(I)と比較するとその比率が非常に小さいことがわかる。これに伴い、電流密度も
ほぼ一様であり、最大値が 1.58× 108 Am−2であるのに対し、最小値は 1.53× 108

Am−2となっている。以下の発熱密度分布でも述べるが、実はTurn (I)における電
界や発熱はTurn (II)のそれに対して無視できるほど小さい。これは、上述のよう
にTurn (I)が点 b（垂直磁束密度の最小部の位置）を含んでおり、逆にTurn (II)
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が点 c（垂直磁束密度の最大部の位置）を含んでいるためである。以上の議論から、
コイル全体としての直流通電時の通電性能を評価する上では、電流密度分布を考
慮せず、一様電流を仮定した評価でも十分な場合が多いと考えられる。

電界分布

コイル巻線部の電界分布を図 3.8に示す。同図は、電界分布を線形スケールと
対数スケールの両方で示したものである。前述のように、それぞれのターンでは
テープ材長手方向の電界が一様であると仮定しているため、同図に示すような分
布形状となっている。線形スケールを見ると分かりやすいが、最大電界（Emax）は
Turn (II)に発生している。一方、対数スケールを見ると分かりやすいが、電界は
Turn (I)で最小となっている。すなわち、このような電界分布は、図 3.3に示す磁
束密度の絶対値の分布ではなく、図 3.4に示す磁束密度の垂直成分の分布に対応
していることがわかる。これが、酸化物HTS材料の磁気異方性の影響が顕著に表
れている例であり、HTSコイルが従来の LTSコイルと同様に扱えない大きな要因
の 1つである。また、注目すべき点は電界の取り得る値の範囲であり、最大値が
6.06× 10−5 Vm−1であるのに対し、最小値が 2.34× 10−8 Vm−1となっている。線
形スケールで見ると分かりやすいが、このように電界が局所的に大きくなってい
ることに注意すると、HTSコイルの臨界電流を定義するとすれば、平均電界では
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図 3.8: コイル巻線部における電界分布（運転温度 20.0 K、通電電流 146 A）
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なく最大電界が電界基準に達する電流として定義する方が妥当であると考えられ
る。同様の定義は従来研究 [53,55,56,85,86]にも見られ、それらが電界基準で定義
される臨界電流をコイル内の様々な位置で評価し、その最小値をコイルの臨界電
流として定義していることと等価である。すなわち、これらの定義に基づく臨界
電流は、HTSコイルの局所的な焼損の可能性に配慮するものであると考えられる。

発熱密度分布

発熱密度（q）は、電流密度ベクトルと電界ベクトルの内積で与えられるが、こ
こでは両者が同じ方向を向いているため、

q = JE (3.7)

で与えられる。図 3.9にコイル巻線部の発熱密度分布を示す。同分布は図 3.8に示
す電界分布にほぼ対応している。これは、電流密度よりも電界の方が広い範囲の値
をとることから、電流密度分布の影響が比較的見えにくくなっているためである。
発熱密度は電界と同様に取り得る値の範囲が広く、最大値が 9.59× 103 Wm−3で
あるのに対し、最小値が 4.94 Wm−3となっている。すなわち、コイルの臨界電流
の定義でも述べたように、HTSコイルでは、発熱が局所的に大きくなるため、局
所的な焼損への対策に十分注意を払う必要があると考えられる。これは、線形ス
ケールで見ると分かりやすい。一方、HTSコイルでは、冷凍機による冷却が想定
されているため、注意すべき点がもう 1つある。それは、コイルの総発熱である。
コイルの総発熱（P）は、qをコイル巻線部で体積積分することで求まり、本対象
モデルの運転条件では 10.0 Wとなる。これに対して、運転温度 20 Kにおける一
般的な冷凍機の冷却出力も 10 W程度であり、総発熱とバランスしている。ここ
で着目すべき点は、本運転条件において、最大電界（6.06 × 10−5 Vm−1）が一般
的な電界基準（1.00 µVcm−1 = 1.00 × 10−4 Vm−1）に達しておらず、これに伴っ
て通電電流 146 Aが同基準で定義される臨界電流 150 Aよりも小さいことである。
すなわち、同臨界電流は、上述のようにHTSコイルの局所的な発熱に対して配慮
するものではあるが、冷凍機冷却出力と同コイル総発熱のバランスの評価基準に
は成り得ない。従って、発熱密度分布を得て、この総発熱を見積もる作業こそが、
酸化物HTS材料の臨界電流のみではなく J-E特性まで考慮することによって得ら
れた大きな成果であると考えられる。

3.3.2 様々な運転条件

ここまでは、ある運転条件におけるHTSコイルの通電性能を評価し、コイル内
の電界分布や発熱密度分布について述べた。従来からコイル内の局所的な発熱に
ついては懸念されており、このことからコイル内の平均電界ではなく最大電界が電
界基準に達する時の通電電流、換言すればコイル内の臨界電流の最小値を、HTS
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図 3.10: 様々な運転温度におけるBi-2223/Agコイルの電流‐最大電界特性の解析
結果

コイルの臨界電流として定義することが自然とされている [53,55,56,85,86]。ただ
し、冷凍機冷却では冷却出力が定まっているため、同臨界電流では評価できない
コイル総発熱にも注意すべきであると述べた。そこで、臨界電流と総発熱の両者
についてもう少し詳しく調べるために、様々な運転温度と通電電流に対して同様
の計算を行った。

臨界電流の運転温度依存性

まず、Bi-2223/Agコイルの臨界電流を得るために、様々な運転温度において通
電電流に対する最大電界を両対数プロットしたものを図 3.10に示す。それぞれの
運転温度における特性は互いに類似しており、運転温度が低くなるほど大通電電
流側にシフトしている。これは、運転温度を下げることによってコイルの通電性
能が向上することを示している。また、すべての運転温度において、最大電界が
通電電流に対して指数関数的に上昇しているが、高電界領域ではその上昇割合が
小さくなっていることがわかる。この主な原因は、Bi-2223/Agテープ材に用いら
れている銀シース材の影響であり、高電界になるほど銀への電流分流が大きくな
ることで、銀の通電特性、すなわち通電電流に対して電界が比例する特性が支配
的になるためであると考えられる。
一方、コイル巻線前、すなわち短尺線材の電流‐電界特性を図 3.11に示す。同じ
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図 3.11: 様々な運転温度におけるBi-2223/Agテープ材の電流‐電界特性の測定結
果 [59]

温度においてコイルの特性と短尺線材の特性を比較すると、2つのことがわかる。
まず、同じ電界に対して実現できる電流が、コイルでは短尺線材と比較してかな
り低下していることである。これは、電界基準 1 µV/cmとして定義される臨界電
流をプロットした図 3.12を見るとわかりやすい。例えば、20.0 Kにおける臨界電
流が、短尺線材では 375 Aであるのに対し、コイルでは 150 Aとなっている。ま
た、高温領域の 70.0 Kに至っては、短尺線材では 100 Aであるのに対し、コイル
ではわずか 14 Aである。このようにコイル形状において臨界電流が低下している
原因は、もちろんコイル自身が発生する磁界の影響である。さて、ここで注目す
べき点は、その温度依存性である。すなわち、短尺線材の臨界電流は、温度を下げ
ると線形的に増加するのに対し、コイルの臨界電流は、低温であるほど顕著に増
加している。これに伴って、短尺線材では 70.0 Kで 100 Aの臨界電流が 20.0 Kで
375 Aと 3.75倍になるのに対し、コイルでは 70.0 Kで 14 Aの臨界電流が 20.0 K

で 150 Aと 10.7倍にもなっている。これは、温度を下げることで酸化物HTS材料
の J-E特性が磁界の影響を受けにくくなるためであり、磁界応用においてHTSコ
イルの運転温度を低くすることの大きなメリットを示すものである。従って、電力
ケーブル等の中磁界HTS応用では液体窒素による冷却が考えられているが、MRI

や SMES等の高磁界応用では冷凍機による冷却が特に有効となることが裏付けら
れた。
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図 3.12: テープ材（測定結果）とコイル（解析結果）の臨界電流比較

総発熱を考慮することの必要性

コイルの特性と短尺線材の特性を比較してもう一つわかることは、コイルの方
が短尺線材よりも、電流に対する電界の増加割合が小さくなっていることである。
前章で、磁界の増加に対して J-E特性の両対数プロット上の傾きは減少すること
を述べた。従って、コイルは自分自身の作る磁界の影響を受けて、上記増加割合の
低下を示すと考えられる。この増加割合の低下は大きな意味を示している。すな
わち、増加割合の大きい短尺線材においては、電界基準で定義した臨界電流が抵
抗ゼロで定義される厳密な意味での臨界電流と比較的近い値である（ただし、前
述のように金属系低温超伝導体に比較すると両者の値には大きな差がある）のに
対し、同増加割合の小さいコイルでは、両者の開きがさらに大きくなる。このこと
は、HTSコイルでは短尺線材と比較して臨界電流による発熱の有無の評価が益々
難しくなることを示しており、臨界電流による同コイル性能評価の限界を感じさ
せるものである。
また、臨界電流の大きさそのものが運転温度等の条件によって変化することに

伴って、同じ電界基準の下でも発熱が異なることに注意すると、臨界電流による
コイル性能評価が不十分であることは明らかである。例えば、臨界電流通電時に
おけるコイルの最大電界ならびに総発熱の運転温度依存性を図 3.13に示すが、当
然最大電界が電界基準と常に一致するのに対して、総発熱は運転温度によって非
常に大きく変化している。すなわち、低温になるほど大きくなっており、80.0 K

では 572 mWであるのに対し 20.0 Kでは 15.1 Wである。このことは、臨界電流
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図 3.13: Bi-2223/Agコイルの最大電界と総発熱の関係

よるコイルの評価では総発熱に関する安全性に十分配慮することが出来ず、また
逆にHTS線材の潜在能力を過小評価する可能性もあることを示唆している。従っ
て、HTSコイルの評価ならびに設計を行う際には、直接発熱を評価することが妥
当であると考えられる。特に、LTSコイルの場合と比較してHTSコイルの運転条
件の選択肢が広いことを考慮すると、前章で紹介した酸化物HTS材料の J-E特性
評価式を用いることで、同コイルの発熱を系統的に評価できる本手法は、同コイ
ルの評価・設計に際して非常に有効であると考えられる。

総発熱を基準としたコイルの通電性能

さて、ここでは総発熱を一つの基準として SMES用HTSコイルの通電性能の運
転温度依存性について検討する。総発熱 10.0 Wを基準とした通電電流と蓄積可能
エネルギーの温度依存性を図 3.14に示す。なお、同基準は、上述のように一般的
な冷凍機の 20 Kにおける冷却能力に相当するものである。臨界電流の温度依存性
と同様に、上記通電電流は運転温度の低温化に伴って大きくなり、また運転温度
が低いほどその増加割合が大きくなることがわかる。ただし、その増加の様子は
異なっており、臨界電流では 80.0 Kで 8 Aが 20.0 Kで 150 Aと 18.8倍であった
（図 3.12のコイル特性）のに対し、上記通電電流は 80.0 Kで 13 Aが 20.0 Kで 146

Aと 11.2倍に留まっている。すなわち、臨界電流による評価は総発熱による評価
に対して、特に低温度領域でコイル通電性能を過大評価する恐れがある。これは、
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図 3.14: 総発熱 10.0 Wを基準とした Bi-2223/Agコイルの通電電流と蓄積エネ
ルギー

低温であるほど臨界電流が大きくなり、同じ電界基準においても発熱が大きくな
ることに関係している。ただし、いずれにしても低温であるほど実現できる通電
電流が急激に増加していくことを考慮すると、やはりHTSコイルの運転温度を下
げるメリットは大きい。また、運転温度を下げるメリットは通電電流よりも蓄積エ
ネルギーに関して顕著である。すなわち、総発熱を基準とした通電電流では 80.0

Kでの 13 Aが 20.0 Kでは 146 Aと 11.2倍になるのに対し、蓄積可能エネルギー
は 80.0 Kでの 0.8 kJが 20.0 Kでは 100 kJと 125倍にもなる。これは、同じ形状、
すなわち同じインダクタンスのコイルでは、蓄積エネルギーが通電電流の 2乗に
比例するためである。従って、磁界を発生すること自体が目的のMRI等と比較し
て、磁界と電流によってエネルギーを蓄積する SMESではHTSコイルの運転温度
を下げるメリットがさらに大きいことがわかる。

3.4 まとめ
本章では、前章で述べた酸化物 HTS材料の J-E 特性定量評価式を考慮して、

HTSコイルの通電性能解析を行った。有限要素法に基づく磁束密度分布の計算と、
同評価式を考慮した電流密度分布、電界分布、および発熱分布の計算を組み合わ
せて解析した結果、以下のことがわかった。
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• HTSコイルには、ターンによって異なる電流密度分布が存在する。同分布
は、テープ材幅広面に垂直な磁束密度成分の影響を大きく受け、同成分の大
きな領域には電流が流れにくく、逆に小さい領域に電流が集中する。これは、
酸化物HTS材料の J-E特性に見られる磁気異方性の影響である。

• HTSコイル内の電界分布も磁気異方性の影響を大きく受け、これに伴って電
界は非常に広い範囲の値を取り得る。本章におけるコイル形状例では、その
最大値が最小値の数千倍にも及ぶ。このため、HTSコイルの臨界電流を定義
する場合には、電界の平均値ではなくその最大値を基準とする方が、コイル
全体が超伝導状態を保つという意味で妥当である。

• HTSコイル内の発熱密度分布は電界分布と類似しており、これは電界が電
流密度よりも極めて広い範囲の値を取るからである。このとき、HTSコイ
ル内の発熱は局所的に大きくなり、同コイルではこれに伴う局所的な焼損に
注意すべきである。一方、冷凍機の冷却能力が定まっていることを考慮する
と、この冷却能力とコイル総発熱とのバランスに注意することも極めて重要
である。

• HTSコイルの臨界電流は、総発熱に関しての情報を有していないため、それ
だけを同コイルの評価や設計の基準とするには不十分である。例えば、本章
におけるコイル形状例では、臨界電流通電時におけるコイル総発熱は、運転
温度によって数十倍異なる。そこで、発熱を直接評価するために酸化物HTS

材料の J-E特性を詳細に考慮した本手法は、HTSコイルの評価・設計に関
して有効であると考えられる。

• HTSコイルの総発熱を基準とした通電電流は、運転温度を下げることで大き
くなり、また低温であるほどその上昇割合が大きい。これは、低温領域ほど
酸化物HTS材料の電流輸送特性が磁界の影響を受けにくくなるためである。

• HTSコイルの蓄積可能エネルギーは、上記通電電流の 2乗に比例するため、
運転温度を下げることによるメリットがさらに大きくなる。これは、磁界を
発生すること自体が目的のMRI等と比較して、磁界と電流によってエネル
ギーを蓄積する SMESでは、HTSコイルの運転温度を下げることがさらに
有効であることを示唆している。
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第4章 高温超伝導コイル通電性能の
形状依存性

4.1 目的
前章では、HTSコイル内の電界が非常に広い範囲の値を取り、局所的に大きく

なる様子を示した。また、電界分布の形状が発熱分布の形状をほぼ反映すること
を考慮すると、同コイルの臨界電流を定義するとすれば、電界の平均値ではなく
最大値に基づいて行うことが、コイル内全体が超伝導状態を保つという意味で妥
当であると述べた。一方、そのように局所的な発熱に注意することも重要である
が、HTS-SMESでは冷凍機冷却によるメリットが特に大きいため、その冷却出力
との兼ね合いに注意してコイルの総発熱を評価することが重要であることも述べ
た。従って、HTSコイルの通電性能を評価する際には、臨界電流を決定する最大
電界だけではなく、総発熱を考慮すべきであると考えられる。
さて、このように最大電界と総発熱の両者がHTSコイルの通電性能を代表する

パラメータとして挙げられるが、それらがコイル内の磁束密度分布の影響を大き
く受けることを考慮すると、同コイルの通電性能はその形状によって大きく変化
することが予想される。そこで本章では、前章で行った解析 [81–84]を様々な形状
のコイルに対して行うことにより、最大電界や総発熱に代表されるコイル通電性
能の形状依存性を検討する。そして、HTSコイルの形状最適化の必要性を示し、
同コイルの通電性能の決定因子について考察する。

4.2 方法
ある運転温度、蓄積エネルギー、および使用線材長の下、様々な軸対称コイル

形状に対してコイルの通電性能を評価する。従って、解析条件は以下のとおりで
ある。

T = Top = const. (4.1)

W (I, ri, ro, h) = Wop = const. (4.2)

l(ri, ro, h) = ltotal = const. (4.3)

rmin ≤ ri < ro = ri + kr∆r ≤ rmax (4.4)

hmin ≤ h = kh∆h ≤ hmax (4.5)
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各式の説明は、それぞれ以下のとおりである。

式 (4.1): 運転温度はある設定値とする。

式 (4.2): 蓄積エネルギー（W）はある設定値（Wop）とする。なお、通電電流は
コイル形状から決まるインダクタンス（L）を用いて、次式によって計算さ
れる。

I =

(
2Wop

L

) 1
2

(4.6)

式 (4.3): 使用線材長（l）はある設定値（ltotal）とする。コイル形状を記述する 3

つのパラメータはこの範囲内で変化する。すなわち、2つが決まれば残りの
1つは決定し、自由度は 2である。

式 (4.4): コイルの内半径ならびに外半径は、設定された領域内で変化する。その
最小値（rmin）は 50.0 mmであり、曲げがテープ材の電流輸送特性に影響を
与えないような値として設定している。一方、最大値（rmax）は 1.00 mと
している。また、内半径と外半径はその差が刻み幅（∆r）の整数（kr）倍と
なるように変化するものとし、ここでは∆rをテープ材 10層分の厚みとして
2.4 mmと設定している。

式 (4.5): コイルの高さは設定された領域内で変化する。ここでは、最小値（hmin）
は 7.80 mm、最大値（hmax）は 1.00 mとしている。また、コイルの高さは
刻み幅（∆h）の整数（kh）倍となるように変化するものとし、ここでは∆h

をテープ材幅である 3.9 mmとしている。

以上の条件の下、前章で述べた解析を様々なコイル形状に対して行う。

4.3 結果・考察
上述のように、コイル形状を表す変数は内半径、外半径、および高さの 3つで

あるが、使用線材長を設定しているためその自由度は 2である。そこで、以下の
結果は ro -h平面に示すものとし、それぞれの位置におけるコイル形状のイメージ
を図 4.1に示す。すなわち、使用線材長を固定しているため、riがそれに伴って変
化する様子を示している。
また、酸化物HTS材料の電流輸送特性が温度によって大きく変化することを考

慮すると、コイルの通電性能の形状依存性もその運転温度によって変化すること
が予想される。そこで、表 4.1に示す 3種類の設定条件に対してHTSコイル通電
性能の形状依存性を検討する。運転温度は 20.0 K、40.0 K、60.0 Kとし、J-E特
性評価式の導出の際に適用した近似（式 (2.3)）の妥当性が保証される電界領域で
蓄積エネルギー 100 kJのコイルを解析できるように、使用線材長はそれぞれ 5.15

km、15.1 km、40.5 kmと調整している。
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ro

h

ro

h

図 4.1: 外半径 ro – 高さ h平面上の位置とコイル形状の関係

表 4.1: 形状依存性を検討する Bi-2223/Agコイルの条件（Top：運転温度、Wop：
蓄積エネルギー、ltotal：使用線材長）

Top Wop ltotal

Condition (I) 20.0 K 100 kJ 5.15 km

Condition (II) 40.0 K 100 kJ 15.1 km

Condition (III) 60.0 K 100 kJ 40.5 km
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図 4.2: 運転温度 20.0 Kにおける最大磁束密度のコイル形状依存性

4.3.1 条件 (I)：運転温度20 K

最大磁束密度、最大垂直磁束密度、通電電流

まず、最大磁束密度のコイル形状依存性に着目する。運転温度 20.0 Kにおける
最大磁束密度のコイル形状依存性を図 4.2に示す。同図は、最大磁束密度を上述の
ように外半径‐高さ平面上にプロットしたものである。なお、左部（h軸近傍）の
値が得られていない領域は、内半径が最小設定値より小さくなることによって実
現不可能になる領域である。また、右上隅（ro = 1.0 m、h = 1.0 m）から広がっ
ている値が得られていない領域は、内半径と外半径の値が一致することによって
実現不可能になる領域である。さて、最大磁束密度は、基本的には左下に行くほ
ど大きくなっていることがわかる。この原因は、左下の領域ではコイルの占める
体積（ボビンを含む）が小さく、それに対応してエネルギーの蓄積に貢献できる
空間が小さくなり、高密度でエネルギーを貯蔵する必要があるためであると考え
られる。このことは、蓄積エネルギーが、

W =

∫
1

2

B2

µ0

dV (4.7)

で与えられることからも理解しやすい。なお、空芯コイルを想定している関係か
ら、上式には真空の透磁率（µ0）を用いている。一方、上記傾向に反して、最大
磁束密度は、極端に下部では小さくなる。例えば、図 4.2に示す断面を見た時、最
大磁束密度は高さ方向に図 4.3に示すような極大値を有しており、極端に高さの低
いコイル形状、すなわち図 4.2中の極端に下部の領域においては最大磁束密度が小
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図 4.3: 図 4.2に示す位置に対応する断面図

さくなっていることがわかる。この原因は、コイルの高さが極端に低い形状では、
磁束がコイル外に回り込むため、磁束密度の最大値が、発生している磁束の割に
小さくなるためであると考えられる。このように、最大磁束密度は、基本的には
左下に行くほど大きくなるが、極端に下に行くと逆に小さくなる場合がある。後
述するが、この 2点の兼ね合いによる上記極大値（図 4.3参照）が、HTSコイル
形状最適化問題において局所的最適解を生成する 1つの要因となる。
次に、磁気異方性に関係してHTSコイルの性能に大きく影響を与える磁束密度

の垂直成分に着目する。運転温度 20.0 Kにおける最大垂直磁束密度のコイル形状
依存性を図 4.4に示す。最大垂直磁束密度の形状依存性は、最大磁束密度の形状依
存性にほぼ対応していることがわかる。すなわち、基本的には左下に行くほど大
きくなるが、極端に下に行くと小さくなる場合がある。これに伴って、最大磁束
密度と同様に、最大垂直磁束密度は高さ方向に極大値を有している。
一方、運転温度 20.0 Kにおける通電電流のコイル形状依存性を図 4.5に示す。通

電電流の形状依存性は、最大磁束密度ならびに最大垂直磁束密度のそれとは、ほ
ぼ反対の傾向を示している。すなわち、基本的には左下に行くほど小さくなるが、
極端に下に行くと大きくなる領域がある。まず、通電電流が左下に行くほど小さ
くなるのは、左下に行くほどコイルの占める体積が小さくなり、同じ使用線材長
に対してターン数を多くなるためである。もう少し詳細に述べると、ターン数は
コイルのインダクタンス（L）に直結するため、蓄積エネルギーが

W =
1

2
LI2 (4.8)

で与えられることを考慮すると、インダクタンスの大きい上記形状のコイルでは、
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図 4.4: 運転温度 20.0 Kにおける最大垂直磁束密度のコイル形状依存性
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図 4.5: 運転温度 20.0 Kにおける通電電流のコイル形状依存性
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図 4.6: 運転温度 20.0 Kにおける最大電界のコイル形状依存性

所定のエネルギー（100 kJ）を蓄積するのに必要な通電電流が小さくて済むとい
うことである。一方、通電電流が極端に下に行くと大きくなる原因は、このよう
に厚肉のコイル形状においては、コイル内だけではなくコイル巻線部を抜ける磁
束が多くなるからであると考えられる。ターン数がコイルのインダクタンスに直
結すると述べたが、このように極端な形状では、形状がインダクタンスに与える
影響の方がターン数の影響を上回ることで、インダクタンスが小さくなると考え
られる。

最大電界、総発熱

ここまで述べた、最大磁束密度、最大垂直磁束密度、および通電電流の形状依存
性は、特にHTSコイル特有のものではない。一方、以下に述べる最大電界ならび
に総発熱の形状依存性は、酸化物HTS材料の電流輸送特性を反映するため、HTS

コイル特有の性質となる。そして、HTSコイル形状最適化の必要性を大きく示唆
することになり、同コイルの最適形状に関する重要な知見を得ることができる。
まず、最大電界の形状依存性について述べる。運転温度 20.0 Kにおける最大電

界のコイル形状依存性を図 4.6に示す。最大電界は、左下に行くほど低くなってい
ることがわかる。上述のように、左下の領域は通電電流の小さい領域であり（図
4.5参照）、通電電流が小さくて済むほど最大電界が小さくなることは直感的に理
解しやすい。ただし、通電電流の形状依存性と比較すると、異なる点が 2つ存在
している。1つ目は、最大電界の小さな領域が通電電流の小さな領域と比較して右
上に広がっている点である。これは、上述のように右上の領域では最大磁束密度
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図 4.7: 運転温度 20.0 Kにおける総発熱のコイル形状依存性

や最大垂直磁束密度が小さくなっているためである（図 4.2、図 4.4参照）。2つ目
は、極端に下の領域では、通電電流が大きいにもかかわらず、最大電界が小さく
なっている点である。これも 1つ目と同様に磁界に関する影響であり、上述のよ
うに極端に下の領域でも最大磁束密度や最大垂直磁束密度が小さくなっているた
めである（図 4.2、図 4.4参照）。このように、最大電界の形状依存性は、基本的
には通電電流の形状依存性に対応しており、磁束密度の形状依存性を若干受けた
形になっている。ただし、後述するが、通電電流の形状依存性と磁束密度の形状
依存性のどちらが最大電界の形状依存性に大きく影響を与えるかは、運転温度に
よって大きく異なってくる。この 20.0 Kといった比較的低温領域においては、第
2章で述べかつ図 2.10に示したように、酸化物HTS材料の J-E特性が磁界の影響
を受けにくいため、通電電流の影響が主に反映されると考えられる。
次に、総発熱の形状依存性に着目する。運転温度 20.0 Kにおける総発熱のコイ

ル形状依存性を図 4.7に示す。総発熱の形状依存性は、最大電界の形状依存性にほ
ぼ対応している。前章で述べたように、HTSコイルの発熱は局所的であり、その
部位の発熱がコイル全体の発熱をほぼ占有する。従って、電界の最大値という代表
的な値がコイル全体の総発熱の形状依存性を反映することは不思議ではない。こ
のように、総発熱の形状依存性は、最大電界の形状依存性と同様に通電電流の形
状依存性に近く、このことは 20.0 Kという比較的低い運転温度ということが関係
している。
以上、最大電界と総発熱のコイル形状依存性の特徴について述べたが、ここで非

常に重要なことは、それらがコイル形状の変化に対して非常に広い範囲の値を取
り得ることである。すなわち、最大電界は 6.04× 10−5Vm−1から 1.97× 10−2Vm−1
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図 4.8: 運転温度 40.0 Kにおける最大磁束密度のコイル形状依存性

まで、総発熱は 1.00× 101 Wから 2.56× 103 Wまでと、2-3桁にわたって変化す
る。その範囲の広さは、通電電流が 145 Aから 357 Aまでしか変化しないことを
考慮すると、特筆すべきものである。従って、両者がHTSコイルの通電性能を代
表することを考慮すると、今回得られた結果はHTSコイル形状最適化の必要性を
強く示唆している。

4.3.2 条件 (II)：運転温度40 K

最大磁束密度、最大垂直磁束密度、通電電流

運転温度 40.0 Kにおける、最大磁束密度、最大垂直磁束密度、および通電電流
のコイル形状依存性を図 4.8、図 4.9、および図 4.10にそれぞれ示す。最大磁束密
度、最大垂直磁束密度、および通電電流の形状依存性は、運転温度 20.0 Kのもの
と全く同じ傾向を示している。すなわち、最大磁束密度と最大垂直磁束密度は、基
本的には左下に行くほど大きくなるが、極端に下では小さくなる場合がある。一
方、通電電流は、基本的には左下に行くほど小さくなるが、極端に下では大きく
なる場合がある。これらに関する考察は、既に運転温度 20.0 Kに関して述べたと
おりである。上記 3つのパラメータはHTSコイルに関して特有のものではないた
め、運転温度が変化してもそれらの形状依存性の傾向が変化しないことは容易に
理解できる。また、それぞれの運転温度において前述の理由から使用線材長を調
整しているが、そのことが本章における議論の一般性に影響を与えないことも再
確認できる。
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図 4.9: 運転温度 40.0 Kにおける最大垂直磁束密度のコイル形状依存性

0.0                              0.5                            1.0

1.0

0.5

0.0

Outside radius of the coil    ro / m

H
ei

gh
t o

f 
th

e 
co

il 
   

h
/ m

150

100

50

T
ransport current

I
/ A

図 4.10: 運転温度 40.0 Kにおける通電電流のコイル形状依存性
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図 4.11: 運転温度 40.0 Kにおける最大電界のコイル形状依存性

最大電界、総発熱

一方、最大電界と総発熱のコイル形状依存性を図 4.11と図 4.12にそれぞれ示す。
まず、最大電界の形状依存性に着目すると、運転温度 20.0 Kに関しても述べたよ
うに、通電電流の形状依存性の傾向を反映し、左下に行くほど小さくなっている。
しかし、注目すべき点は、運転温度 20.0 Kの時ほど通電電流の形状依存性に近く
ないことである。運転温度 20.0 Kに関しても述べたが、最大電界の小さな領域は、
通電電流の小さな領域と比較して、最大磁束密度や最大垂直磁束密度の小さな右
上や極端に下の領域にシフトする。このことに注意すると、本運転温度では運転
温度 20.0 Kの時よりもその影響が大きくなっていることがわかる。これは、第 2

章で述べかつ図 2.10に示したように、高温度領域ほど、酸化物 HTS材料の J-E

特性が磁界の影響を受けやすいことから、最大磁束密度や最大垂直磁束密度の影
響を比較的大きく受けるためであると考えられる。一方、総発熱の形状依存性も
最大電界の形状依存性と近い傾向を有しており、こちらの方ではその影響がより
見やすくなっている。例えば、最大磁束密度と最大垂直磁束密度には高さ方向に
極大値が存在すると述べたが、総発熱に関しても同様の位置に極大値が存在する。
これに伴って、総発熱の最小化を目的とした時、その最適化問題には局所的最適
解が存在することに注意を要する。
このように、酸化物HTS材料の J-E特性からも類推できるが、コイルの通電性

能は、運転温度の高温化によって通電電流よりも磁界の影響を受けやすくなるこ
とがわかった。また、これに伴って、最大電界や総発熱を小さくできるコイル形
状の候補が局所的に複数存在する可能性が示された。
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図 4.12: 運転温度 40.0 Kにおける総発熱のコイル形状依存性

4.3.3 条件 (III)：運転温度60 K

最大磁束密度、最大垂直磁束密度、通電電流

さらに高い運転温度である 60.0 Kにおける、最大磁束密度、最大垂直磁束密度、
および通電電流のコイル形状依存性を図 4.13、図 4.14、および図 4.15にそれぞれ
示す。 最大磁束密度、最大垂直磁束密度、および通電電流の形状依存性は、予想
通り他の運転温度と同じ傾向を維持している。すなわち、最大磁束密度と最大垂
直磁束密度は、基本的には左下に行くほど大きくなるが、極端に下では小さくな
る場合があり、また通電電流は、基本的には左下に行くほど小さくなるが、極端
に下では大きくなる場合がある。

最大電界、総発熱

一方、最大電界と総発熱のコイル形状依存性を図 4.16と図 4.17にそれぞれ示す。
最大電界と総発熱の形状依存性は、他の運転温度における特徴とはかけ離れたも
のになっている。両者の形状依存性は、運転温度 20.0 Kではほぼ通電電流の形状
依存性に対応しており、運転温度 40.0 Kでは磁界の影響を比較的大きく受けるも
のの、通電電流の形状依存性に近かった。ところが、本運転温度における両者の
形状依存性は、全くといってよいほど通電電流の形状依存性の影響を受けておら
ず、逆に最大磁束密度と最大垂直磁束密度の形状依存性に酷似している。これも
上述の考察と同様、高温度領域ほど酸化物HTS材料の J-E特性は磁界の影響を受
けやすくなるためではあるが、ここまで顕著にその影響が表れているのは驚くべ
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図 4.13: 運転温度 60.0 Kにおける最大磁束密度のコイル形状依存性
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図 4.14: 運転温度 60.0 Kにおける最大垂直磁束密度のコイル形状依存性
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図 4.15: 運転温度 60.0 Kにおける通電電流のコイル形状依存性
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図 4.16: 運転温度 60.0 Kにおける最大電界のコイル形状依存性
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図 4.17: 運転温度 60.0 Kにおける総発熱のコイル形状依存性

きことである。その結果、最大電界ならびに総発熱に関しては、共にその値の小
さな領域が、磁界が小さくなる右上と極端に下の 2つの領域に完全に分割されて
いる。従って、HTSコイル設計に際しては、局所的最適解の存在を意識して大域
的最適化手法を適用すべきであると結論付けることとする。

4.3.4 運転温度依存性

以上のように、HTSコイルの通電性能を代表するパラメータである最大電界と
総発熱はコイル形状によって大きく変化し、このことはHTSコイル形状最適化の
必要性を強く示唆している。一方、両者のコイル形状依存性は、HTS材料の J-E

特性の影響を受けて、運転温度に対して大きく変化することも既に述べたとおり
である。従って、この運転温度依存性についてまとめておくことは、HTS材料の
J-E特性と最適なコイル形状の関係、すなわち材料開発側と機器設計側の相互理
解を深めるという点で重要であると考えられる。そこで、様々な運転温度におけ
るHTSコイル通電性能のコイル形状依存性に関して、以下にまとめる。
ここまで、それぞれの運転温度に対してHTSコイル通電性能のコイル形状依存

性について議論してきたが、J-E特性評価式の妥当性を失わずに同一蓄積エネル
ギーを実現できるように、運転温度によって使用線材長を調整していた。このと
き、ro-h平面上の同じ位置でも riが使用線材長に応じて異なるため、そのままで
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は運転温度依存性について議論することが困難である。一方、

ri → r̃i =

(
ltotal

l̃total

)− 1
3

ri (4.9)

ro → r̃o =

(
ltotal

l̃total

)− 1
3

ro (4.10)

h → h̃ =

(
ltotal

l̃total

)− 1
3

h (4.11)

の変換を施せば、全ての運転温度において同じ使用線材長（l̃total）で議論すること
ができる（付録B参照）。図 4.18に様々な運転温度に対する最大磁束密度、最大垂
直磁束密度、通電電流、最大電界、および総発熱のコイル形状依存性を示す。同
図では、r̃o-h̃平面に関してコイル形状依存性を示している。ここで、HTS材料の
特性に関係しない最大磁束密度、最大垂直磁束密度、および通電電流に関しては、

Bmax → B̃max =

(
ltotal

l̃total

) 1
2

Bmax (4.12)

B⊥max → B̃⊥max =

(
ltotal

l̃total

) 1
2

B⊥max (4.13)

I → Ĩ =

(
ltotal

l̃total

) 5
6

I (4.14)

の変換を施せば（付録B参照）、全ての運転温度においてコイル形状依存性が一致
することがわかる。すなわち、この状態において示す最大電界ならびに総発熱の
コイル形状依存性は、運転温度によって調整した使用線材長の影響を受けず、純
粋にHTS材料の J-E特性を反映する。従って、同図により両者の運転温度依存性
を議論することができる。ただし、最大電界と総発熱に関しては、上記のように
系統立てて変換することが困難なため、同図に示す範囲中において両者の最小値
と最大値が全ての運転温度に対して一致するように、

Emax → Ẽmax =
Emax − EMIN

max

EMAX
max − EMIN

max

(4.15)

P → P̃ =
P − PMIN

PMAX − PMIN
(4.16)

としている。ここで、添え字MINならびにMAXはそれぞれ、同図中に示す範囲
における最大電界ならびに総発熱の最小値と最大値を意味している。さて、両者
の運転温度依存性は互いに類似しており、運転温度 20.0 Kにおいては左下の領域
で小さくなっている様子、また運転温度の上昇に伴って両者の小さくなる領域が
右上と極端に下の二手に分かれて移動していく様子がわかる。そして、この理由
については既述のように、比較的低い運転温度においては通電電流の小さな領域
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図 4.18: コイル通電性能形状依存性の運転温度に対する変化（r̃o：変換したコイル
外半径、h̃：変換したコイル高さ、B̃max：変換した最大磁束密度、B̃⊥max：変換し
た最大垂直磁束密度、Ĩ：変換した通電電流、Ẽmax：変換した最大電界、P̃：変換
した総発熱）
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が両者の小さな領域にほぼ対応するが、運転温度の上昇に伴って磁界の影響を受
けやすくなることから同領域が磁界の小さな右上と極端に下の領域に移動したも
のであることを読み取ることができる。このように、最大電界と総発熱には、運
転温度依存性まで含めて、ある程度の相関が見られる。一方、若干の相違も見ら
れ、例えば総発熱の小さな領域は、最大電界の小さな領域に比較して、運転温度
に関わらず通電電流の小さくなる左下の領域に向けて押し込まれた形になってい
る。これは、発熱密度が電界と電流密度の積で与えられることから説明でき、運
転温度に関わらず、総発熱が最大電界よりも通電電流の影響をさらに受けること
を示している。以上、同図はHTS材料の J-E特性とコイルの通電性能との関係を
非常にわかりやすく示したものであり、上記知見は次章以降のHTSコイル設計結
果に対して説明を与えられるという意味で重要であるといえる。

4.4 まとめ
本章では、前章で述べたHTSコイルの解析手法を適用し、様々な軸対称形状の

Bi-2223/Agコイルの通電性能を評価した。その結果、HTSコイルの形状最適化の
重要性を示し、その最適化問題が有する特徴を把握した。具体的には以下のとお
りである。

• HTSコイルの通電性能を代表する最大電界ならびに総発熱は、コイル形状
によって非常に大きく変化する。本章における条件では、形状を表す変数の
自由度が 2と小さく、また限られた空間内であったことを考慮すると、もう
少し複雑な形状・構成まで視野に入れた場合、HTSコイルの最適設計は益々
不可欠になると考えられる。

• 最大電界と総発熱のコイル形状依存性は、共に酸化物HTS材料の J-E特性
に大きく影響されるため、両者にはある程度の相関が見られる。ただし、最
大電界よりも総発熱の方が、通電電流の影響を若干大きく受ける。

• 最大電界と総発熱は、コイル通電電流と磁界の影響の兼ね合いによって決ま
り、そのどちらの影響を大きく受けるかは運転温度によって劇的に変化する。
運転温度が低い場合は、酸化物HTS材料の J-E特性への磁界の影響が小さ
いために、両者は通電電流の影響を大きく受ける。一方、運転温度が高い場
合は、磁界の影響が大きいために、両者のコイル形状依存性は最大磁束密度
や最大垂直磁束密度のそれによってほぼ決定される。

• 最大電界や総発熱の最小化を目的としたHTSコイル形状最適化を行う場合
には、局所的最適解が存在する。形状を表す変数の自由度が 2と小さいにも
関わらずこのような局所的最適解が存在することを考慮すると、HTSコイ
ル形状最適化を行う際には大域的最適化手法を適用することが必要不可欠で
あると考えられる。
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第5章 高温超伝導コイルの形状最適
化手法

5.1 目的
前章では、HTSコイル通電性能を代表するパラメータである最大電界と総発熱

がコイル形状によって大きく変化する様子を示し、HTSコイルの形状最適化の必
要性を示した。また、その最適化の際には、最大電界や総発熱の最小化に取り組
むことが考えられるが、どちらを目的関数に選んだとしても局所的最適解が存在
することから、大域的最適化手法が必要であることも述べた。さて、目的関数と
して最大電界と総発熱のどちらを選定すべきかを考えた時、両者のコイル形状依
存性がその運転温度依存性まで含めて互いに類似していたことを踏まえると、一
見どちらか一方の最小化に取り組むことは他方を小さくすることに必ずしも矛盾
しないと予想される。そこで本章では、研究実績の多い大域的最適化手法として
知られる遺伝アルゴリズム（GA）[92,93]を適用したHTSコイルの形状最適化手
法を開発する [88–91]と共に、上記最大電界と総発熱の関係についてもう少し詳細
に検討する。具体的には、同手法を用いて最大電界の最小化ならびに総発熱の最
小化のそれぞれに取り組み、両者の結果を比較することでHTSコイルに適した設
計指針について検討する。

5.2 方法

5.2.1 条件

前章と同様に、ある運転温度、蓄積エネルギー、および使用線材長の下、軸対称
コイルの最適形状について検討する。設計変数は、コイルの内半径、外半径、お
よび高さであり、最大電界あるいは総発熱が最小となる設計変数の組を探索する。
従って、最適化問題は以下のように表される。

minimize

Emax(T, I, ri, ro, h) or P (T, I, ri, ro, h) (5.1)

subject to
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T = Top = const. (5.2)

W (I, ri, ro, h) = Wop = const. (5.3)

l(ri, ro, h) = ltotal = const. (5.4)

rmin ≤ ri < ro = ri + kr∆r ≤ rmax (5.5)

hmin ≤ h = kh∆h ≤ hmax (5.6)

各式の説明は、それぞれ以下のとおりである。

式 (5.1): 目的は最大電界あるいは総発熱の最小化である。両者は、運転温度、通
電電流、およびコイル形状を基に、第 3章の手法によって計算される。

式 (5.2): 運転温度はある設定値とする。

式 (5.3): 蓄積エネルギーはある設定値とする。

式 (5.4): 使用線材長はある設定値とする。従って、設計変数は 3つ存在するが、
自由度は 2である。

式 (5.5): コイルの内半径ならびに外半径は、設定された領域内で変化する。その
最小値は 50.0 mmとしており、曲げがテープ材の電流輸送特性に影響を与え
ないような値として設定している。一方、最大値に関しては特定の値に固定
せず、いくつかの空間制約を試すことで、本最適化手法の妥当性検証の助け
とすると共に、最大電界最小化と総発熱最小化の関連性を考察する際の検討
材料を増やす。また、内半径と外半径は、その差がテープ材厚み 0.24 mmの
整数倍となるように変化するものとする。

式 (5.6): コイルの高さは設定された領域内で変化する。その最小値はテープ材幅
3.90 mmとしている。一方、最大値に関しては特定の値に設定せず、上述の
理由からいくつかの空間制約を試す。また、高さはテープ幅 3.90 mmの整数
倍となるように変化するものとする。

5.2.2 手順

最大電界ならびに総発熱は第 3章で述べた有限要素法に基づいて評価し、また
最適なコイル形状、すなわち最大電界あるいは総発熱が最小となる設計変数の組
み合わせは遺伝アルゴリズムによって探索する。その手順を示すフローチャート
を図 5.1に示す。以下に、同図中のそれぞれの処理について記述する。

Step 1: 制約条件を設定する。制約条件とは、運転温度、蓄積エネルギー、使用線
材長、および空間制約を意味する。
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図 5.1: 遺伝アルゴリズムを適用したHTSコイル形状最適化手法における計算手
順を示すフローチャート（Top：運転温度、Wop：蓄積エネルギー、ltotal：使用線材
長、rmax：コイル外半径の上限値、hmax：コイル高さの上限値、Emax：最大電界、
P：総発熱）
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Step 2: 初期世代における個体集合を生成する。ここで、個体とは (ri, ro, h)といっ
た設計変数の組を意味する。それぞれの変数の値は空間制約内で無作為に
決定され、その後に使用線材長条件を満足するよう内半径と外半径の中で
無作為に選んだ一方を再計算している。

Step 3: それぞれの個体に対して、対応するコイル形状の有限要素モデルを作成
し、有限要素法に基づいて最大電界や総発熱を計算する。計算法は第 3章
に示したとおりである。

Step 4: 収束判定を行う。収束条件はその世代における目的関数の標準偏差が設定
値以下になることとする。このことは、世代を重ねた結果、すべての個体
が最適値付近に集まっていることに相当する。収束条件を満たせば計算は
終了し、そうでなければ次ステップに進む。

Step 5: 次世代の個体集合を生成する。本ステップにおける処理によって遺伝アル
ゴリズムが実現する。まず、現段階において最適解を有する個体は次世代
へ持ち越す。これをエリート戦略という [93,94]。次に、残りの個体は、選
択、交叉、および突然変異といった遺伝アルゴリズムにおける典型的な手
続きを経て生成される。選択では、目的関数の偏差値に比例した確率で、
現世代から個体を選び出す。これは、世代を重ねて個体間の目的関数の差
が小さくなっても、良い解を効率的に選択することを目的としている [94]。
交叉では、設計変数を 2ビットコーディングして並べたものを個体の染色
体とし、無作為に選ばれた 2個体の組において、ある確率（交叉率）で染
色体を構成する遺伝子を部分的に交換している。突然変異では、それぞれ
の設計変数に、ある確率（突然変異率）で無作為に決定された値を増減し
ている。そして、選択、交叉、および突然変異後、それぞれの個体におい
て使用線材長条件を満足するよう内半径と外半径の中で無作為に選んだ一
方を再計算する。このように、強制的に実行可能解に変換する方法を引き
戻し法という [95]。最後に、初めに確保した最適解を有する個体と、上記
手続きを経た残りの個体を合わせて、次世代における個体集合とする。

5.3 結果・考察
本最適化では、前章と同じく表 4.1に示す制約条件を課すことで、HTSコイル

最適形状の運転温度依存性を検討すると共に、それぞれの運転温度において表 5.1

に示す 3種類の空間制約を設定して、空間制約依存性についても検討する。ここ
で、空間制約（i）（ii）については前章で検討した形状依存性の範囲内にあるため、
まず両条件において前章の結果と比較することで本最適化手法の妥当性を検証す
る。さらに、空間制約（iii）のように前章では総当り計算の性質上検討が困難な広
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表 5.1: Bi-2223/Agコイル形状最適化の際に与える空間制約（rmax：コイル外半径
の上限値、hmax：コイル高さの上限値）

rmax hmax

Spatial constraint (i) 0.50 m 0.50 m

Spatial constraint (ii) 1.00 m 1.00 m

Spatial constraint (iii) 1.50 m 1.50 m

い空間制約に対しても、本最適化手法によって最適値を探索することで、最大電
界最小化と総発熱最小化の本質的な関連性について検討する。

5.3.1 条件（I）：運転温度20 K

運転温度 20.0 Kにおける形状最適化結果を図 5.2と表 5.2に示す。 同図ならび
に同表は、最大電界の最小化あるいは総発熱の最小化に対して得られた結果であ
り、また両者はそれぞれ上記 3種類の空間制約に対して示されている。
まず、最大電界の最小化における結果に着目する。最大電界最小化の結果は、空

間制約によらず同じとなっている。このことについて考察するために、前章で得
られた形状依存性との比較を図 5.3に示す。空間制約（i）（ii）の結果から本結果
が妥当であること、また空間制約（iii）の結果から他の最適解が存在しないことが
わかる。前章で述べたように、比較的低い本運転温度では、最大電界のコイル形
状依存性は通電電流の影響を大きく受ける。また、同じ使用線材長の下で通電電
流を小さくするためには、巻数を多くしてインダクタンスを大きくできる体積の
小さなコイル形状が適していることも前章で述べたとおりである。従って、本運
転温度において空間制約を（i）（ii）（iii）と広げていっても、上記のように体積の
小さなコイル形状が最大電界最小化の観点から最適であり続けることは妥当であ
ると考えられる。
次に、総発熱の最小化に関する結果（図 5.2ならびに表 5.2の右側）に着目する。

総発熱最小化の結果も、最大電界最小化の場合と同様に空間制約によって変化し
ていない。また、前章で得られた形状依存性との比較を図 5.4に示すが、最大電界
最小化の場合と同様に、空間制約（i）（ii）の結果から本結果が妥当であること、
また空間制約（iii）の結果から他の最適解が存在しないことがわかる。上述のよう
に本運転温度においては最大電界のコイル形状依存性は通電電流のコイル形状依
存性の影響を大きく受け、また前章で述べたように総発熱は最大電界よりも通電
電流の影響をさらに受ける。そのため、最大電界最小化と同様の考察から、空間
制約を広げていっても体積の小さなコイル形状が最適であり続けると考えられる。
さて、本章の大きな目的である最大電界最小化と総発熱最小化の関連性につい

て考察する。まずコイル内の発熱密度の最大値（qmax）に着目すると、最大電界最
小化では 1.03×104 Wm−3であるのに対し、総発熱の最小化では 1.05×104 Wm−3
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図 5.2: 運転温度 20.0 Kにおいて最大電界最小化または総発熱最小化によって得
られたBi-2223/Agコイルの形状（Emax：最大電界、P：総発熱）
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表 5.2: 運転温度 20.0 Kにおいて最大電界最小化または総発熱最小化によって得ら
れたBi-2223/Agコイルの諸元（ri：コイル内半径、ro：コイル外半径、h：コイル
高さ、Emax：最大電界、qmax：最大発熱密度、P：総発熱、I：通電電流、B⊥max：
最大垂直磁束密度）

Minimization of Emax Minimization of P

Spatial constraint (i)

ri = 120 mm

ro = 212 mm

h = 50.7 mm

Emax = 6.42× 10−5 Vm−1

qmax = 1.03× 104 Wm−3

P = 11.4 W

I = 150 A

B⊥max = 3.37 T

ri = 112 mm

ro = 176 mm

h = 85.8 mm

Emax = 6.73× 10−5 Vm−1

qmax = 1.05× 104 Wm−3

P = 10.0 W

I = 146 A

B⊥max = 3.63 T

Spatial constraint (ii)

ri = 120 mm

ro = 212 mm

h = 50.7 mm

Emax = 6.42× 10−5 Vm−1

qmax = 1.03× 104 Wm−3

P = 11.4 W

I = 150 A

B⊥max = 3.37 T

ri = 112 mm

ro = 176 mm

h = 85.8 mm

Emax = 6.73× 10−5 Vm−1

qmax = 1.05× 104 Wm−3

P = 10.0 W

I = 146 A

B⊥max = 3.63 T

Spatial constraint (iii)

ri = 120 mm

ro = 212 mm

h = 50.7 mm

Emax = 6.42× 10−5 Vm−1

qmax = 1.03× 104 Wm−3

P = 11.4 W

I = 150 A

B⊥max = 3.37 T

ri = 112 mm

ro = 176 mm

h = 85.8 mm

Emax = 6.73× 10−5 Vm−1

qmax = 1.05× 104 Wm−3

P = 10.0 W

I = 146 A

B⊥max = 3.63 T
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図 5.3: 運転温度 20.0 Kにおける最大電界のコイル形状依存性と最小化結果の比較
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である。すなわち、最大電界最小化の方が若干小さく、確かに最大電界の最小化
はコイル内の局所的な発熱に配慮した結果になっている。一方、コイルの総発熱
は、最大電界最小化では 11.4 Wであるのに対し、総発熱最小化では 10.0 Wと当
然ではあるが小さくなっている。従って、第 3章でHTSコイルにおいて注意すべ
きであると述べた、局所的な発熱による焼損、ならびに冷凍機冷却出力とのバラ
ンスを失うことによる熱暴走、といった 2点に関して、前者へ配慮するのが最大電
界最小化であり、また後者へ配慮するのが総発熱最小化であることを確認できる。
ただし、本運転温度における両者の結果は、前章において最大電界と総発熱がコ
イル形状によってかなり広い範囲の値を取り得たことと比較すると、互いにほぼ
等しいといってよい。このことは、最大電界と総発熱のどちらか一方の最小化に
取り組むことは、他方を小さくすることに矛盾しないことを示唆している。この
理由は、本運転温度のように比較的低い温度では、両者に対して通電電流の影響
が支配的になるため、両者の最小化は通電電流を小さくするという方向でほぼ一
致するからである。一方、そのような方向性で一致する条件においても、最大電
界最小化の結果よりも総発熱最小化の結果において通電電流が若干小さくなって
いることから、最大電界よりも総発熱がさらに通電電流の影響を大きく受けると
いう、前章で得られた知見を再確認することができる。

5.3.2 条件（II）：運転温度40 K

運転温度 40.0 Kにおける形状最適化結果を図 5.5と表 5.3に示す。 同図ならび
に同表も運転温度 20.0 Kと同様に、最大電界最小化あるいは総発熱最小化に対し
て得られた結果であり、またそれぞれ空間制約（i）（ii）（iii）（表 5.1参照）に対し
て示されている。
まず、最大電界最小化における結果について述べる。最大電界最小化の結果は、

運転温度 20.0 Kとは異なり空間制約によって若干変化している。すなわち、空間
制約（i）においては半径方向の制約いっぱいまで広がった扁平なコイル形状になっ
ており、これに伴って空間制約（ii）（iii）においては空間制約（i）の外の領域に
最適値を有している。このことについて考察するために、前章で得られた形状依
存性との比較を図 5.6に示す。本運転温度においては、最大電界の小さな領域が、
h = 0.1 m程度を境として上下に二分しており、これが磁界の影響であることは前
章で述べたとおりである。すなわち、運転温度 20.0 Kより高い本運転温度におい
ては、磁界の影響を受けやすくなることから、磁界を小さくできる比較的体積の
大きなコイル形状、または本結果のように扁平で径の大きなコイル形状が最大電
界最小化の観点からは適する。これに伴って、空間制約（i）のように狭い範囲に
は大域的な最適解が存在せず、空間制約（ii）（iii）とは異なった結果になったと考
えられる。一方、本運転温度においても、空間制約（i）（ii）の結果から本結果が
妥当であること、また空間制約（iii）の結果から空間制約（ii）の外側に他の最適
解が存在しないことがわかる。
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図 5.5: 運転温度 40.0 Kにおいて最大電界最小化または総発熱最小化によって得
られたBi-2223/Agコイルの形状（Emax：最大電界、P：総発熱）
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表 5.3: 運転温度 40.0 Kにおいて最大電界最小化または総発熱最小化によって得ら
れたBi-2223/Agコイルの諸元（ri：コイル内半径、ro：コイル外半径、h：コイル
高さ、Emax：最大電界、qmax：最大発熱密度、P：総発熱、I：通電電流、B⊥max：
最大垂直磁束密度）

Minimization of Emax Minimization of P

Spatial constraint (i)

ri = 228 mm

ro = 494 mm

h = 23.4 mm

Emax = 4.28× 10−5 Vm−1

qmax = 3.37× 103 Wm−3

P = 12.3 W

I = 73.8 A

B⊥max = 1.08 T

ri = 225 mm

ro = 271 mm

h = 199 mm

Emax = 1.30× 10−4 Vm−1

qmax = 8.97× 103 Wm−3

P = 9.91 W

I = 64.6 A

B⊥max = 1.81 T

Spatial constraint (ii)

ri = 274 mm

ro = 603 mm

h = 15.6 mm

Emax = 4.13× 10−5 Vm−1

qmax = 3.57× 103 Wm−3

P = 16.7 W

I = 80.9 A

B⊥max = 814 mT

ri = 225 mm

ro = 271 mm

h = 199 mm

Emax = 1.30× 10−4 Vm−1

qmax = 8.97× 103 Wm−3

P = 9.91 W

I = 64.6 A

B⊥max = 1.81 T

Spatial constraint (iii)

ri = 274 mm

ro = 603 mm

h = 15.6 mm

Emax = 4.13× 10−5 Vm−1

qmax = 3.57× 103 Wm−3

P = 16.7 W

I = 80.9 A

B⊥max = 814 mT

ri = 225 mm

ro = 271 mm

h = 199 mm

Emax = 1.30× 10−4 Vm−1

qmax = 8.97× 103 Wm−3

P = 9.91 W

I = 64.6 A

B⊥max = 1.81 T
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図 5.6: 運転温度 40.0 Kにおける最大電界のコイル形状依存性と最小化結果の比較

これに対して、総発熱最小化の結果は空間制約によって変化していない。しか
も、最大電界最小化の結果とはかなり異なったコイル形状であることがわかる。こ
のことについて考察するために、前章で得られた形状依存性との比較を図 5.7に示
す。総発熱の小さな領域は、最大電界と同様の理由から、h = 0.1 m程度を境とし
て上下に分かれて存在している。ここで、同境界よりも上側近傍で通電電流が小
さくて済んだことに注意すると（例えば図 4.10参照）、最大電界よりも通電電流の
影響を若干受けやすい総発熱の最小化の観点からは、下側に対応する扁平なコイ
ル形状ではなく、上側に対応するコイル形状が最適解であることは妥当であると
いえる。
さて、最大電界最小化と総発熱最小化の関連性について考察する。運転温度 20.0

Kにおける考察と同様、最大電界最小化では最大発熱密度が他方より小さく、総発
熱最小化では当然ではあるが総発熱が他方より小さくなっている。ここで重要な
のは、その値の差である。例えば、空間制約（ii）において、最大発熱密度は、最
大電界最小化では 3.57× 104 Wm−3であるのに対し、総発熱最小化では 8.97× 104

Wm−3になっている。また、総発熱は、最大電界最小化では 16.7 Wであるのに対
し、総発熱最小化では 9.91 Wになっている。このことは、本章の冒頭で予想し、
また運転温度 20.0 Kで確かめた、最大電界と総発熱のどちらか一方の最小化に取
り組むことは他方を小さくすることに矛盾しない、という認識が必ずしも正しく
ないことを示唆している。この理由は、運転温度 20.0 Kのような比較的低い運転
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図 5.7: 運転温度 40.0 Kにおける総発熱のコイル形状依存性と最小化結果の比較

温度では、両者における値の大小を通電電流の大きさがほぼ支配していたのに対
し、本運転温度ではそれに加えて磁界の影響が無視できなくなったためである。す
なわち、このように通電電流と磁界の影響が複雑に絡み合う本運転温度において
は、最大電界よりも総発熱の方が若干通電電流の影響を受けやすいという性質が
表面化し、結果的に両者の最小化における結果をかなり異なるものにしたと考え
られる。実際に、最大電界は総発熱に比較して相対的に磁界の影響を受けやすい
ため、最大電界最小化では最大垂直磁束密度がかなり小さくなっている。また逆
に、総発熱は最大電界よりも通電電流の影響を受けやすいため、総発熱最小化で
は通電電流が小さくなっている。従って、HTSコイルの最適設計の際には、どち
らか一方を目的関数として設定するだけでは不適切である可能性が示唆されたこ
とになる。

5.3.3 条件（III）：運転温度60 K

運転温度 60.0 Kにおける形状最適化結果を図 5.8と表 5.4に示す。 同図ならび
に同表も、最大電界最小化あるいは総発熱最小化に対して得られた結果であり、ま
たそれぞれ空間制約（i）（ii）（iii）（表 5.1参照）に対して示されている。
まず、最大電界最小化の結果について述べる。運転温度 40.0 Kの結果と同様に、

コイル形状は空間制約によって変化している。ここで注目すべきことは、空間制約
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図 5.8: 運転温度 60.0 Kにおいて最大電界最小化または総発熱最小化によって得
られたBi-2223/Agコイルの形状（Emax：最大電界、P：総発熱）

72



表 5.4: 運転温度 60.0 Kにおいて最大電界最小化または総発熱最小化によって得ら
れたBi-2223/Agコイルの諸元（ri：コイル内半径、ro：コイル外半径、h：コイル
高さ、Emax：最大電界、qmax：最大発熱密度、P：総発熱、I：通電電流、B⊥max：
最大垂直磁束密度）

Minimization of Emax Minimization of P

Spatial constraint (i)

ri = 471 mm

ro = 500 mm

h = 472 mm

Emax = 2.93× 10−3 Vm−1

qmax = 1.06× 105 Wm−3

P = 123 W

I = 34.0 A

B⊥max = 798 mT

ri = 445 mm

ro = 471 mm

h = 500 mm

Emax = 3.02× 10−3 Vm−1

qmax = 1.10× 105 Wm−3

P = 122 W

I = 34.0 A

B⊥max = 802 mT

Spatial constraint (ii)

ri = 451 mm

ro = 988 mm

h = 15.6 mm

Emax = 7.02× 10−6 Vm−1

qmax = 288 Wm−3

P = 2.77 W

I = 38.4 A

B⊥max = 393 mT

ri = 451 mm

ro = 988 mm

h = 15.6 mm

Emax = 7.02× 10−6 Vm−1

qmax = 288 Wm−3

P = 2.77 W

I = 38.4 A

B⊥max = 393 mT

Spatial constraint (iii)

ri = 636 mm

ro = 1400 mm

h = 7.80 mm

Emax = 2.12× 10−6 Vm−1

qmax = 103 Wm−3

P = 1.83 W

I = 45.6 A

B⊥max = 237 mT

ri = 593 mm

ro = 1380 mm

h = 7.80 mm

Emax = 2.13× 10−6 Vm−1

qmax = 104 Wm−3

P = 1.82 W

I = 45.6 A

B⊥max = 237 mT
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図 5.9: 運転温度 60.0 Kにおける最大電界のコイル形状依存性と最小化結果の比較

（i）と空間制約（ii）（iii）の間で形状に大きな隔たりがあることである。このこと
について考察するために、前章で得られた形状依存性との比較を図 5.9に示す。空
間制約（iii）の結果から空間制約によらない本質的な最適形状は扁平なコイル形状
であると考えられる。これに伴って、空間制約（ii）においても同様の形状となっ
ており、これらは運転温度 40.0 Kにおける結果に対応するものである。しかしな
がら、空間制約（i）のように半径方向に制約の厳しい条件においては、所要の使
用線材長を用いてコイルを扁平形状にまとめることができず、同図中の極端に下
にある最大電界の小さな領域を実現することが不可能になる。その結果、同空間
制約では、もう一方の最大電界の小さな領域に対応する、半径方向ならびに高さ
方向の制約までほぼ目いっぱいに広がったコイル形状が適するようになっている。
従って、本結果は、運転温度が高くなることで顕著となる局所的最適解の影響か
ら、最適形状が空間制約によって劇的に変化する可能性を示唆しており、またそ
のような局所的最適解の影響まで考慮できている本設計手法の有効性を示すもの
である。
一方、総発熱最小化の結果に着目すると、空間制約依存性まで含めて最大電界

最小化の結果とほぼ一致している。これは運転温度 40.0 Kにおける傾向とは異な
る。総発熱は最大電界よりも通電電流の影響を若干受けやすいと述べたが、本運
転温度のように比較的高い運転温度においてはその影響が見えにくく、磁界の小
さなコイル形状が適するという点に関して、最大電界最小化と総発熱最小化が一
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図 5.10: 運転温度 60.0 Kにおける総発熱のコイル形状依存性と最小化結果の比較

致したと考えられる。その結果、最大電界最小化の結果と同様、図 5.10からも類
推できるように、空間制約に対応して、制約半径ならびに制約高さほぼいっぱい
にまで広がったコイル形状（空間制約（i））、または扁平で厚肉のコイル形状（空
間制約（ii）（iii））のどちらかが適する。
このように、本運転温度における最大電界最小化と総発熱最小化の結果はほぼ

同様であり、最大発熱密度や総発熱もほぼ等しい。ただし、厳密に言えば、最大
発熱密度は最大電界最小化の方が若干小さく、また総発熱は総発熱最小化の方が
若干小さくなっている。このことから、HTSコイルに関しては、最大電界最小化
が局所的な発熱による焼損に、また総発熱最小化が冷凍機冷却出力とのバランス
を失うことによる熱暴走に配慮していることを再確認できる。

5.4 まとめ
本章では、HTSコイルの形状最適化手法を開発するとともに、同コイルの設計

方針検討の観点から、最大電界と総発熱それぞれの最小化に取り組んだ。また、最
大電界の最小化と総発熱の最小化の関連性を考察する検討材料を蓄積する目的か
ら、様々な運転温度ならびに空間制約に対して上記手法を適用した。さらに、そ
の一部を前章の結果と比較することにより、本手法の妥当性を検証した。その結
果、具体的には以下に述べる知見を得ることができた。
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• 最大電界の最小化はHTSコイルの局所的な発熱による焼損に配慮するもの
であり、一方総発熱の最小化は冷凍機冷却出力とのバランスを失うことによ
る熱暴走に配慮するものである。そして、このことは運転温度によらずに当
てはまる。

• 20 Kのように比較的低い運転温度では、最大電界と総発熱に関して、一方
の最小化に取り組むことは他方を小さくすることに矛盾しない。これは、同
運転温度においては酸化物HTS材料の J-E特性が磁界の影響を受けにくく、
通電電流の影響が両者に関して支配的になっており、両者の最小化は通電電
流を小さくするという方向性で一致するからである。

• 60 Kのように比較的高い運転温度においても、最大電界の最小化と総発熱
の最小化は互いに対応する。これは、低い運転温度とは逆に、磁界の影響が
両者に関して支配的になっており、両者の最小化は磁界を小さくするという
点で一致するからである。

• ところが、40 Kのように中間的な運転温度領域では状況が一変する。すな
わち、最大電界の最小化と総発熱の最小化による結果は、コイル形状、最大
発熱密度、および総発熱に関して互いに大きく異なる。これは、同運転温度
のように、磁界と通電電流のどちらかが支配的であるとは言えない温度領域
では、総発熱が最大電界よりも若干通電電流の影響を受けやすいといった性
質が表面化し、最大電界最小化では比較的磁界を小さくするのに対し、総発
熱最小化では比較的通電電流を小さくするためである。このことは、HTSコ
イルの設計に関して、局所的な発熱と総発熱の双方に対して個別に配慮する
必要性を示唆している。従って、本章で得られた知見は、最大電界のみを考
慮する従来の臨界電流に依存した設計手法が不十分なものであることを再確
認するものである。
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第6章 瞬低補償用高温超伝導SMES

の最適設計

6.1 目的
前章では、HTSコイルの形状最適化手法を開発し、同コイルの通電性能を代表

するパラメータである最大電界と総発熱の最小化にそれぞれ取り組むことで、同
コイルの設計指針について検討した。その結果、最大電界最小化と総発熱最小化
の方向性は必ずしも互いに一致せず、コイルの局所的な焼損、ならびに冷凍機冷
却出力とのバランスを失うことによる熱暴走の 2点に対しては個別に配慮すべき
であると述べた。一方、瞬低補償用 SMESというシステムを考えた場合、HTSコ
イルの発生する磁界がその他の SMES構成機器に与える影響にも注意する必要が
ある。すなわち、コイルの漏洩磁界によっては冷凍機や電力変換器を設置できな
くなる場合も存在するため、同磁界を低減できるようなコイル構成を検討すべき
である。
そこで本章では、HTSコイルの熱暴走に対する安全性と、同コイルの漏洩磁界

に関係するシステムの実現性の双方に十分配慮して、最適なコイル構成ならびに
形状を検討する。詳細は以下のとおりである。まず目的は、使用線材長の最小化で
ある。前章までの検討からHTSコイルの安全性に関しては局所的発熱と総発熱に
個別に配慮すべきという明確な基準が得られており、これによって酸化物HTS材
料の潜在能力を最大限に引き出すという考え方が生まれることから、上記目的を
設定している [59,96,97]。また、これはシステムの経済設計にも対応する。次に、
上記HTSコイルの安全性への対応としては、局所的な発熱による熱暴走の判定を
熱解析によって行い [98–100]、また総発熱に上限値を設けることで冷凍機の冷却
能力とのバランスに配慮する [98,100]。一方、漏洩磁界に関するシステムの実現性
に関しては、瞬低補償用 LTS-SMESで採用されているマルチポール型のコイル構
成を検討すると共に、さらに漏洩磁界を低減できることが予想されるトロイダル
型のコイル構成についても適用可能性を検討する [59,96,97]。そして最後に、様々
な運転温度と蓄積エネルギーに対してコイル設計を行い、瞬低補償用HTS-SMES

において特に有効となる仕様の目安を得ると共に、その結果に基づいた最適構成
例を示す。
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図 6.1: マルチポール型コイルに関する設計モデル

6.2 方法

6.2.1 モデル

上述のように、マルチポール型ならびにトロイダル型の構成のコイルを対象と
して、設計を行う。まず、マルチポール型コイルの設計モデルを図 6.1に示す。マ
ルチポール型コイルとは、複数の要素コイルを、それぞれの中心軸を同方向とし
て円状に配置したコイルである。また、隣り合う要素コイルの極性は、漏洩磁界
低減のために逆にすることを前提としている。以上を考慮すると、同図右側に示
すように、隣り合う要素コイルの中間の面を反対称境界、また要素コイルの中心
軸が通る面を対称境界とすることで、解析領域を点線で囲んだ領域のみにできる。
コイルの形状ならびに構成を示す設計変数としては、要素コイルの数（N）、コイ
ル全体の中心から要素コイルの中心までの距離（p）、要素コイルの内半径（ri）、
外半径（ro）、および高さ（h）の 5つを検討する。さらに、コイルの巻枠兼冷却
プレートに相当するスペースとして、それぞれの要素コイルにおいて半径方向に
（rmargin = 1 mm）、高さ方向に（hmargin = 1 mm）のマージンを取るものとする。
そして、熱解析においては、冷却プレートに相当するこの領域を定温度境界とし
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図 6.2: トロイダル型コイルに関する設計モデル

て扱うことにする。このようなマルチポール型コイルは、N = 4として実用化さ
れた瞬低補償用 LTS-SMESに採用されている [10, 22,29]。
次に、トロイダル型コイルの設計モデルを図 6.2に示す。トロイダル型コイルと

は、複数の要素コイルを、それぞれの中心軸が円周方向を向くように、リング状
に配置したコイルである。磁束がリング状に配置された要素コイルの内側を通過
し、ドーナツ状に閉じ込められるような形状であるといえる。以上を考慮すると、
同図右側に示すように、隣り合う要素コイルの中間の面を反対称境界、また要素
コイル高さ方向の中心面も反対称境界とすることにより、解析領域を点線で囲ん
だ領域のみにできる。設計変数は、マルチポール型コイルと同様に、要素コイル
の数、位置、内半径、外半径、および高さの 5つとしており、コイル巻枠兼冷却
プレートに相当するスペースを用意している。このようなトロイダル型コイルは、
例えば試験中の系統安定化用 LTS-SMESに採用されている [15, 20]。

6.2.2 条件

本設計は、ある運転温度、ならびに所要の蓄積エネルギーの下で、使用線材長
を最小化することを目的としている。ここで重要なことは、コイル総発熱に冷凍
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機の冷却能力等から決定される上限値を設けていることであり、また同総発熱の
評価には熱解析を適用して、局所的な発熱の影響も含めて熱暴走の有無を判定し
ていることである。従って、本設計における最適化問題は以下のように表すこと
ができる。

minimize

l(N, ri, ro, h) (6.1)

subject to

T = Top = const. (6.2)

W (I, N, p, ri, ro, h) = Wop = const. (6.3)

P (T, I, N, p, ri, ro, h) ≤ Pop = const. (6.4)

Nmin ≤ N ≤ Nmax (6.5)

rmin ≤ ri < ro =≤ ri + kr∆r (6.6)

hmin ≤ h = kh∆h (6.7)





ro + rmargin ≤ Rmax for N = 1

p + ro + rmargin ≤ Rmax for multipole coil with N ≥ 2

((p + ro + rmargin)
2

+ (h
2

+ hmargin)
2)

1
2 ≤ Rmax

for toroidal coil with N ≥ 2

(6.8)





h + 2hmargin ≤ Hmax for N = 1

h + 2hmargin ≤ Hmax for multipole coil with N ≥ 2

2(ro + rmargin) ≤ Hmax for toroidal coil with N ≥ 2

(6.9)





ro + rmargin ≤ p for N = 2

sin−1
(

ro+rmargin

p

)
≤ π

N
for multipole coil with N ≥ 3

tan−1
(

h
2
+hmargin

p−(ro+rmargin)

)
≤ π

N
for toroidal coil with N ≥ 3

(6.10)

各式の説明は、それぞれ以下のとおりである。

式 (6.1): 目的は、使用線材長の最小化である。使用線材長は、要素コイルの数、
内半径、外半径、および高さから計算することが可能である。

式 (6.2): 運転温度はある設定値とする。

式 (6.3): 蓄積エネルギーはある設定値とする。
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式 (6.4): 総発熱には、冷凍機の冷却能力等から決定される上限値（Pop）を設け
る。総発熱の計算には、第 3章で述べた手法に熱解析を導入し、HTSコイル
で問題となる局所的な発熱による熱暴走にも配慮する。

式 (6.5): 要素コイル数は、設定された領域内で変化するものとする。その最小値
は、使用線材長と漏洩磁界の関係について詳細に検討するために、様々に変
化させるものとする。また最大値は、結果から見て十分大きいと考えられる
256としている。

式 (6.6): 要素コイルの内半径ならびに外半径は、設定された領域内で変化する。
本章では、前章と同様の理由からその最小値を 50.0 mmとしている。また、
内半径と外半径は、その差がテープ材厚み 0.24 mmの整数倍となるように
変化するものとする。

式 (6.7): 要素コイルの高さは設定された領域内で変化する。また、高さはテープ
幅の 2枚分 7.80 mmの整数倍となるように変化するものとする。これは、そ
れぞれの要素コイルを複数のダブルパンケーキコイルで構成することを目指
し、同コイルの電極の全てを外側に集めるための措置である。

式 (6.8)、式 (6.9): 空間制約を表している。本設計では、コイルが半径 Rmax =

1.50 m、高さがHmax = 3.00 mの円筒内に収まるような空間制約を設けてお
り、これは組み立て済みのコイルを車両で運搬することを目指して決定した
ものである。また、同制約を表現する式は、N = 1、マルチポール型、およ
びトロイダル型のコイルで使い分ける必要がある。

式 (6.10): 要素コイル同士が重ならないようにするための制約条件である。N = 2、
それ以外のマルチポール型、およびトロイダル型のコイルで使い分けている。

6.2.3 手順

上述のように、本設計の目的は、許容総発熱の下での使用線材長の最小化であ
る。一方、第 4章で述べたように、コイルの総発熱は同じ使用線材長の下でも非
常に広い範囲で変化する。このことは、許容総発熱の設定値によっては、同条件
を満たすようなコイル構成・形状の候補を探し出すだけでも難しく、最適設計と
なればさらに困難になることを示唆している。そこで、本設計では、まず必要な
使用線材長の目安を得て、その後に同使用線材長の下で総発熱の最小化を行う手
順をとるものとする。同手順を採用することで、前章で有効性と妥当性を示した
総発熱最小化の手法をそのまま本設計に適用できるため、本設計の妥当性も保証
できる。さて、同手順を示すフローチャートを図 6.3に示す。以下に、同図中のそ
れぞれの処理について説明する。

81



Start

Stop

Generate individuals at initial generation

Calculate P for all individuals
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Set constraint conditions and ltarget

Convergence criterion
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yes
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no

no

Reduce ltarget yes

Minimize P under previous ltarget

Step 1

Step 2

Step 3

Step 4

Step 5

Step 6

Step 7

Step 8

図 6.3: 使用線材長最小化を目的とした計算手順を示すフローチャート（l：使用線
材長、ltarget：目標となる使用線材長、P：総発熱、Pop：許容総発熱）

Step 1: 制約条件を設定する。制約条件とは、運転温度、蓄積エネルギー、許容総
発熱、および空間制約を意味している。また、同時に使用線材長の目標値
（ltarget）を設定する。同使用線材長の下、前章の手法によって総発熱の最
小化を行い、その最小値が許容総発熱を下回るたびに同使用線材長を減ら
していく。従って、初期値としては比較的大きな値に設定しておく。

Step 2: 初期世代における個体集合を生成する。ここで、個体とは (N, p, ri, ro, h)

といった設計変数の組を意味する。それぞれの変数の値は空間制約内で無
作為に決定し、その後、上記使用線材長条件を満足するように、内半径と
外半径の中で無作為に選んだ一方を再計算している。

Step 3: それぞれの個体に対して、対応するコイル形状における総発熱を計算す
る。同計算には、第 3章の解析に加えて、局所的な熱暴走対策として熱解
析を適用した手法を採用しており、詳細は後述する。

Step 4: 個体の中に許容発熱を下回るものが存在すれば、使用線材長を減らす。そ
うでなければ、次ステップへ進む。

Step 5: 総発熱最小化の収束判定を行う。収束条件はその世代における総発熱の標
準偏差が設定値以下になることとする。収束条件を満たしていれば、それ
以上の使用線材長の低減の可能性が低いことになる。そこで、使用線材長
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図 6.4: 図 6.3中ステップ 3における詳細な計算手順を示すフローチャート（L：自
己インダクタンス、I：通電電流、Wop：蓄積エネルギー、Tmax：最大温度、Tlimit：
最大温度の上限値）

を 1つ前の値に戻し、個体集合を新たに生成して総発熱の最小化を行い、
設計終了とする（ステップ 8）。一方、収束条件を満たしていなければ、次
ステップに進む。

Step 6: エリート戦略を適用した遺伝アルゴリズムの典型的な処理により、個体集
合を変更する。すなわち、最適解を有する個体の確保と、それ以外の個体
への選択、交叉、突然変異の適用である。

Step 7: それぞれの個体において使用線材長条件を満足するよう内半径と外半径の
中で無作為に選んだ一方を再計算する。

Step 8: 前章の手法を適用して、目安となる使用線材長の下で総発熱の最小化に取
り組む。

一方、ステップ 3における処理の詳細を示すフローチャートを図 6.4に示す。同
ステップは、主に発熱分布計算と温度分布計算の繰り返しで構成されている。同計
算が収束すれば、定常的に実現できる発熱分布ならびに温度分布が存在することに
なり、熱暴走を起こさないことが保証される。一方、コイル内の最大温度（Tmax）
が上限値（Tlimit）を超えるコイル構成・形状は実行不可能解として処理する。な
お、ここでは Tlimit = Top + 10.0 Kとしている。以下に、同図中のそれぞれの処理
について説明する。
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Step 3A: 個体の情報に対応するコイル形状・構成の有限要素モデルを作成する。

Step 3B: 有限要素法によって同コイルのインダクタンスを計算する。

Step 3C: 同インダクタンスから、蓄積エネルギーの条件を満たす通電電流を算出
する。

Step 3D: 同電流通電時におけるコイル内の発熱分布を第 3章の手法によって評価
する。

Step 3E: 同発熱分布を基に、コイル内の温度分布を計算する。この計算も有限要
素法パッケージソフト（PHOTO-THERMO r©）によって行い、次式を
満足する温度分布を計算する。

∇ · (λ(T )∇T ) + q = 0 (6.11)

ここで、λは熱伝導率 [87]である。

Step 3F: 最大温度が上限値を超えれば、計算を終了する。このとき、対応するコ
イル構成・形状は実行不可能解として処理する。

Step 3G: 収束判定を行う。コイル巻線部の全ての位置において
∣∣∣∣
T new − T old

T old

∣∣∣∣ < ε (6.12)

となれば、収束とする。ここで、T oldは発熱分布計算時に各要素に与え
られていた温度であり、T newは同要素で新たに計算された温度である。
なお、ここでは ε = 10−3としている。上記収束条件を満たさなければ、
得られた温度分布を基に、発熱分布を再計算する。

6.3 結果・考察
以下の結果において共通とした制約条件を表 6.1に示す。すなわち、許容総発熱

に関しては一般的な冷凍機の冷却出力を考慮して 10.0 Wに設定しており、空間制
約に関しては車両での運搬可能なサイズとして半径 1.50 m、高さ 3.00 mの円筒空
間としている。また、要素コイル数の上限は 256個としている。
これらの制約条件の下、まず蓄積エネルギー 100 kJにおいて、マルチポール型な

らびにトロイダル型のコイル構成に対して最適設計を行い、瞬低補償用HTS-SMES

に適するコイル構成決定のための検討材料を得る。次に、その結果を踏まえて決
定したコイル構成について、様々な運転温度ならびに蓄積エネルギーに対して最
適設計を行う。そして最後に、蓄積エネルギー 20 MJにおいて、従来の瞬低補償
用 LTS-SMESと比較することにより、HTS-SMESの優位性を示す。
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表 6.1: 共通の制約条件
Items Values

Permissible total heat generation: Pop 10.0 W

Upper limit of the number of unit coils: Nmax 256

Lower limit of inside radius of unit coils: rmin 50.0 mm

Lower limit of height of unit coils: hmin 7.80 mm

Radius for spatial constraint condition: Rmax 1.50 m

Height for spatial constraint condition: Hmax 3.00 m

6.3.1 マルチポール型コイル

マルチポール型コイルの設計結果を図 6.5に示す。また、同図中のコイル構成・
形状それぞれに対応する設計変数を表 6.2に、その他の諸元を表 6.3に示す。また、
本設計は蓄積エネルギー 100 kJの下で行われており、様々な運転温度、また 2種
類の下限要素コイル数に対して行われている。
まず、要素コイル数の下限が 1個の場合について述べる。この条件における最適

構成は、運転温度によらず要素コイル数が 1個のものになっている。これは、形状
にもよるが大まかに言うと、コイルを複数に分けて作製するよりも、線材を 1つ
のコイルに集中して使用する方が、少ない使用線材長でも同等のインダクタンス
を実現できるからであると考えられる。例えば、運転温度 20.0 Kにおいて、後述
する要素コイル数の下限が 4個の場合と比較すると、単一のコイルの場合は、使
用線材長が 9.04 km（Nmin = 4）に対して 5.15 km（Nmin = 1）とかなり少ないに
も関わらず、コイル構成全体としてのインダクタンスが 9.26 H（Nmin = 4）に対
して 9.38 H（Nmin = 1）とほぼ等しくなっている。従って、使用線材長をのみを
考慮すると、コイル構成を単一コイルとすることが適していることがわかる。さ
て、運転温度によって、コイル構成に関する上記傾向は変化しないが、コイルの
形状が大きく変化していることがわかる。すなわち、運転温度 20.0 K等の低温領
域では断面形状が正方形に近いコイル形状である一方、運転温度 50.0 K以上の高
温領域では扁平で厚いコイル形状になっている。ここで、前章で得られた結果に
ついて繰り返し述べると、低温では径が小さく断面形状が正方形に近い形状が良
く、高温で空間制約が比較的厳しい場合は高さがある程度大きく薄い形状、およ
び高温で空間制約に余裕のある場合は径が大きく極端に扁平で厚い形状が適する
という結果であった。本結果も前章における結果に矛盾せず、特に高温領域にお
いては前章における空間制約に余裕のある場合の結果に対応している。このよう
な、運転温度による形状の違いは第 4章で述べたように、運転温度によって磁界
の影響がかなり異なるためであり、これを受けて、低温では高磁界化による小型
化が実現されていることを、表 6.3に示す最大磁束密度と図 6.5に示すコイル形状
から読み取ることができる。
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このように、使用線材長のみを考慮すると単一のコイルが適しているが、シス
テムの実現性に配慮するとやはりコイルの漏洩磁界の低減が重要になる。そこで、
要素コイル数の下限を 4個にした場合についても設計を行った。この条件におけ
る最適構成は、運転温度によらず要素コイル数が下限である 4個のものになって
いる。従って、マルチポール型のコイル構成においては、要素コイル数を少なく
することが使用線材長の低減に対応していると考えられる。さて、こちらの場合
についても運転温度による要素コイル形状の変化に着目すると、やはり運転温度
によって要素コイルの形状が大きく変化していることがわかる。すなわち、運転
温度 20.0 K等の低温領域では断面形状が正方形に近いコイル形状である一方、運
転温度 40.0 K以上の高温領域ではある程度高さのある薄いコイル形状となってい
る。また、要素コイル数の下限が 1個の場合と比較すると、運転温度 50.0 K以上
でコイル形状が大きく異なっていることがわかる。これについても前章における結
果から以下のように説明できる。同じ空間制約内に複数の要素コイルを入れる場
合は、単一のコイルと比較して、要素コイル 1つ当たりの空間制約が厳しくなる。
このことから、前章における高温で空間制約の厳しい場合に対応する形状、すな
わち高さがある程度大きく薄い形状になっていると考えられる。さらに、運転温
度によって変化しているものがもう 1つある。それは隣り合う要素コイル間の間
隔である。低温領域では隣り合う要素コイルはほぼ密着しているのに対し、高温
領域になると隣り合う要素コイル間には比較的大きな間隔が存在している。マル
チポール型のコイル構成において隣り合う要素コイルの極性が逆の時、隣り合う
要素コイルの中心面では必ず磁束がその面に垂直な方向で貫通する。この方向は
丁度垂直磁束密度の方向に対応するため、垂直磁束密度の影響を大きく受ける高
温領域においては、できるだけその面から要素コイルを遠ざけることにより、垂
直磁束密度を低減していると考えられる。一方、低温領域においては、垂直磁束
密度の影響を受けにくいため、要素コイル同士を接近させることで要素コイル間
の相互インダクタンスを増加させ、コイル全体としてのインダクタンスを増加さ
せることにより、通電電流の低減を図っていると考えられる。これらのことは、第
4章で述べた最適形状の決まり方にそのまま対応している。
以上のように、使用線材長のみを考慮すると運転温度によらず、単一のコイル

が最も適しており、マルチポール型のコイル構成においては要素コイル数の少な
いものが適していると考えられる。
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6.3.2 トロイダル型コイル

トロイダル型コイルの設計結果を図 6.6に示す。また、同図中のコイル構成・形
状それぞれに対応する設計変数を表 6.4に、その他の諸元を表 6.5に示す。本設計
も蓄積エネルギー 100 kJの下で行われており、様々な運転温度、また 3種類の下
限要素コイル数に対して行われている。
まず、要素コイル数の下限が 1個の場合について述べる。この条件における最

適構成は、運転温度によらず要素コイル数が 1個のものになっている。このこと
は、マルチポール型における結果から予想することが難しくなく、同様の考察で
説明可能であると考えられる。コイル形状の温度依存性も同様である。
次に、要素コイル数の下限が 3個の場合について述べる。これまでの考察から

全ての運転温度において要素コイル数が 3個のコイル構成になることが予想され
るが、この条件における最適構成では、その予想に反して、ある運転温度を境に
劇的に変化している。すなわち、運転温度が 40.0 K未満では要素コイル数が下限
の 3個である一方、運転温度が 40.0 K以上では要素コイル数がかなり多いコイル
構成になっている。まず、運転温度 40.0 K未満において、要素コイル数が下限の
3個になる理由は、これまでの考察と同様、少ない使用線材長の割には比較的大き
なインダクタンスを実現できるためであると考えられる。例えば、運転温度 20.0

Kにおいて後述する要素コイル数の下限が 6個の場合に見られる要素コイル数の
多いコイル構成と比較すると、要素コイル数の下限が 3個の場合は、使用線材長
が 8.04 km（Nmin = 6）に対して 7.48 km（Nmin = 3）とわずかに少ないにも関わ
らず、インダクタンスは 5.43 H（Nmin = 6）に対して 9.01 H（Nmin = 3）とかな
り大きい。一方、運転温度 40.0 K以上において、このような要素コイル数の多い、
つまりインダクタンスの比較的小さなコイル構成が最適になることを考察するた
めには、通電電流に着目する必要がある。要素コイル数の下限が 1個の場合と比
較して、要素コイル数の下限が 3個の場合の通電電流は、運転温度 40.0 K未満で
はほぼ等しい。例えば、運転温度 30.0 Kでは 89.8 A（Nmin = 1）に対して 92.6 A

（Nmin = 3）となっている。一方、運転温度 40.0 K以上において要素コイル数が
多くなるとその傾向は大きく変化する。例えば、運転温度 40.0 Kにおける通電電
流は、64.5 A（Nmin = 1）に対して 88.7 A（Nmin = 3）となっている。すなわち、
要素コイル数の多いコイル構成では比較的大きな通電電流を実現でき、このこと
が所要の蓄積エネルギーを満足するために必要な使用線材長を低減することにつ
ながっていると考えられる。では、要素コイル数の多いコイル構成において通電
電流を大きくできる理由であるが、これは最大垂直磁束密度が大きく関係してい
る。例えば、運転温度 30.0 Kにおける要素コイル数が 3個のコイル構成では、最
大磁束密度が 3.84 Tであるのに対し、最大垂直磁束密度が 2.36 Tと両者が同じ
オーダーになっている。一方、運転温度 40.0 Kにおける要素コイル数が 42個のコ
イル構成では最大磁束密度が 2.83 Tであるのに対し、最大垂直磁束密度が 0.297

Tと 1桁程度小さくなっている。すなわち、要素コイル数を多くすれば、磁束が
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コイル内をスムーズに通り、結果として発生している磁束密度の割にはテープの
幅広面を貫通するような磁束密度の垂直成分がかなり低減されていることがわか
る。従って、垂直磁束密度が小さな要素コイルの多いコイル構成においては、比
較的大きな通電電流を実現できると考えられる。以上のことから、要素コイル数
の下限が 3個の場合について、コイル構成の運転温度依存性は次のようにまとめ
られる。つまり、低温領域では、要素コイル数を少なくすることでインダクタン
スを大きくして通電電流を小さくできるコイル構成、高温領域では要素コイル数
を多くして通電電流を大きくできる垂直磁束密度の小さなコイル構成が、それぞ
れ適している。低温では小さな通電電流が良く、高温では小さな垂直磁束密度が
良いというこの傾向は、第 4章で得られた知見にそのまま対応している。
さらに、要素コイル数の下限が 6個の場合について述べる。注目すべき点は、運

転温度 40.0 K未満の低温領域においても要素コイル数の多いコイル構成になって
いることである。要素コイル数の下限が大きくなると、同じ使用線材長の下に実
現できるインダクタンスが小さくなるため、大きな通電電流が必要になる。従っ
て、低温領域においても、結局大きな通電電流が必要なのであれば、要素コイル
数を多くして垂直磁束密度を低減した方が良いという結果になったと考えられる。
このように、トロイダル型における設計結果はマルチポール型とは異なって比

較的複雑なものになった。これは、トロイダル型のコイル構成では要素コイル数
を増加させることで垂直磁束密度を低減できるというメリットが存在するのに対
し、マルチポール型のコイル構成ではそのようなメリットが存在しないためであ
ると考えられる。
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6.3.3 コイル構成の選定

以上のように、マルチポール型とトロイダル型のコイル構成に対して、使用線
材長の最小化に取り組んだ。また、SMESのシステムとしての実現性を考えた場
合、HTSコイルの漏洩磁界を低減することが重要となるため、両者において要素
コイル数の下限を調整して設計を行った。これらの結果を基に、使用線材長と漏
洩磁界から総合的に判断して、HTS-SMESにおける最適コイル構成を選定する。
まず、使用線材長について検討する。様々なコイル構成における使用線材長を

まとめたものを図 6.7に示す。同図に示すように、全ての運転温度において単一コ
イルの使用線材長が最も小さくなっている。これは、マルチポール型ならびにト
ロイダル型のコイル設計において、要素コイル数の下限を 1個としたときの結果
に対応している。従って、使用線材長のみを考慮すると、コイル構成を単一コイ
ルとすることが最も適している。また、その次に使用線材長が少ないのは、要素
コイル数の下限を 3個とした場合のトロイダル型のコイル構成であり、続いて使
用線材長が少ないのは、要素コイル数の下限を 6個としたトロイダル型のコイル
構成となっている。ただし、両者にはほとんど差が存在していない。ここで、トロ
イダル型のコイル構成において注目すべき点は、単一コイルと比較して、使用線
材長が多い割には運転温度の上昇に対して同線材長の増加が抑制されていること
である。例えば、単一コイルにおいて、運転温度 60.0 Kにおける使用線材長は運
転温度 20.0 Kにおける使用線材長の 6.78倍であるのに対し、要素コイル数の下限
が 6個のトロイダル型のコイル構成においては、5.19倍に止まっている。トロイ
ダル型のコイル構成は、積極的に垂直磁束密度を低減するようなコイル構成であ
り、HTS材料が高温領域において磁界の影響を受けやすいことを考慮すると、特
に高温領域においてはトロイダル型のコイル構成のメリットが大きいと考えられ
る。そして、最も使用線材長が多いのは、マルチポール型のコイル構成である。マ
ルチポール型のコイル構成では、運転温度 60.0 Kにおける使用線材長は運転温度
20.0 Kにおける使用線材長の 6.54倍であり、単一コイルにおける 6.78倍と同等の
値である。このように、マルチポール型のコイル構成では、トロイダル型のコイ
ル構成に見られた垂直磁束密度低減を期待できないため、高運転温度領域でのメ
リットが存在しないと考えられる。
次に漏洩磁界について検討する。様々なコイル構成におけるコイル周辺の磁束

密度分布を図 6.8に示す。同図は、運転温度 20.0 Kにおける最適形状に対応する
ものであり、それぞれ図中に示す断面内（点線で囲んだ領域）の磁束密度分布を
示している。漏洩磁界の 1つの目安としては、5ガウスラインが重要視されてお
り [101,102]、以下では 0.5 mT以上の磁界が存在する範囲に着目するもととする。
まず、単一コイルの場合を見てみると、上記領域が半径方向に 2.5 m、高さ方向に
2.8 mに及んでいることがわかる。これは、同コイルの外半径が 172 mm、高さが
85.8 mmであることを考慮すると、コイルが占める領域と比較して、磁界が非常
に広い範囲に広がっていることがわかる。従って、単一のコイルでは、使用線材
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(a) Single coil (b) Multipole coil

(c) Toroidal coil with Nmin = 3 (d) Toroidal coil with Nmin = 6
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図 6.8: 様々なコイル構成における漏洩磁界（Nmin：要素コイル数の下限値）
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長を少なく、またコイル自体を小型にできるにもかかわらず、コイルの近傍に冷
凍機の一部や変換器等を設置できない場合を考慮すると、SMESシステムとして
大型になるか、最悪の場合は実現不可能になることが憂慮される。一方、マルチ
ポール型のコイル構成では、上記領域が半径方向に 1.5 m、高さ方向に 1.3 mに抑
制されている。同コイル構成においては、コイルの占める領域が、全体の中心か
ら半径方向に 440 mm、高さ方向に 54.6 mmと、単一コイルと比較して半径方向
にかなり大きいことを考慮すると、漏洩磁界をかなり低減できていることがわか
る。これが、コイル構成をマルチポール型にすることによる漏洩磁界低減効果で
あり、マルチポール型のコイル構成は従来の低温超伝導 SMESに採用されている。
次に、トロイダル型のコイル構成に着目する。要素コイル数の下限が 3個の場合、
上記領域は半径方向に 1.3 m、高さ方向に 0.9 mとなっており、マルチポール型の
コイル構成よりも漏洩磁界を低減できていることがわかる。さらに、要素コイル
数の下限が 6個の場合に至っては、上記領域がコイル外にほぼ存在していない。以
上を考慮すると、漏洩磁界に関しては、トロイダル型のコイル構成がマルチポー
ル型のコイル構成よりも優れていることがわかる。
このように、使用線材長のみを考慮すると、単一コイルが最も適しているが、そ

の漏洩磁界は最も大きい。従って、システムとしての実現性を考慮すると、やは
りマルチポール型あるいはトロイダル型のコイル構成を選択することが妥当であ
ると考えられる。そして、トロイダル型のコイル構成の方が、使用線材長ならび
に漏洩磁界に関して共に優れていることを考慮すると、HTS-SMESのコイル構成
としてはトロイダル型を選定することが妥当であると考えられる。さらに、トロ
イダル型における要素コイル数の下限に関しては、3個の場合と 6個の場合を比較
すると、使用線材長にほぼ差が無いにも関わらず、飛躍的に漏洩磁界を低減でき
ている 6個の場合を、トロイダル型コイル設計の制約条件として与えるメリット
が非常に大きいと考えられる。以上から、要素コイル数の下限を 6個としたトロ
イダル型のコイル構成をHTS-SMESの最適コイル構成と結論付ける。

6.3.4 様々な仕様のSMES用高温超伝導コイル

上述のように、HTS-SMESのコイル構成はトロイダル型にすることが妥当であ
ると考えられる。そこで、以下ではトロイダル型のコイル構成に限定して、様々
な仕様の SMES用HTSコイルの最適形状・構成を検討する。
様々な運転温度、ならびに蓄積エネルギーに対するトロイダル型コイルの設計

結果を図 6.9に示す。また、同図中のコイル構成・形状それぞれに対応する設計
変数を表 6.6に、その他の諸元を表 6.7に示す。ただし、要素コイル数の下限は 6

個としている。同図によって、運転温度ならびに蓄積エネルギーの変化に対して
SMES用のHTSコイルの体積がどのように変化するかを視覚的に認識することが
できる。すなわち、運転温度の高温化に伴ってコイルの体積は増加し、またそれ
ぞれの運転温度において蓄積エネルギーを大きくするとコイル体積が増加してい

98



く様子がわかる。ただし、蓄積エネルギー 10.0 MJにおいて運転温度 50.0 Kなら
びに運転温度 60.0 Kに対して結果が得られていないのは、前述の空間制約下では
蓄積エネルギー 10.0 MJのコイルを実現できないためである。従って、以下は運
転温度 50.0 K蓄積エネルギー 10.0 MJと運転温度 60.0 K蓄積エネルギー 10 MJ

の結果を除いて議論する。
まず、コイル構成・形状の運転温度依存性について考察する。全ての蓄積エネ

ルギーにおいて運転温度の高温化に伴い、ほぼ全ての設計変数が増加しているこ
とがわかる。これは、高温では磁界の影響を受けやすいためであり、コイル体積
を増加させることで同じ蓄積エネルギーを満足するのに必要な磁束密度を低減し
ていると考えられる。表 6.7を参照すると、実際に最大磁束密度は運転温度の上昇
に伴って小さくなっていることがわかる。一方、例外は要素コイルの高さであり、
全ての条件において下限値のままになっている。これは、コイル体積の増加に伴っ
てコイル全体における周方向の距離を長くする必要があるが、それぞれの要素コ
イルの高さを増加させるよりも要素コイル数を増加させる方が、垂直磁束密度低
減の観点からメリットが大きいからである。同表を参照すると、要素コイル数の多
い高温の方が、最大磁束密度に対する最大垂直磁束密度の割合が小さいことがわ
かる。例えば、蓄積エネルギー 1.00 MJ、運転温度 20.0 Kの要素コイル数は 53個
であり、最大垂直磁束密度の最大磁束密度に対する割合は 10.0%となっているが、
同一蓄積エネルギーで運転温度 60.0 Kの要素コイル数は 115個であり、同割合は
7.61%になっている。このように、運転温度の高温化に伴って、コイル体積の増加
による磁束密度の絶対値の低減、ならびに要素コイル数の増加によるその垂直成
分の低減する傾向が見られる。逆に言えば、運転温度を下げることで、高磁界化
によるコイルの小型化、ならびに要素コイル数の低減を実現できることがわかる。
次に、コイル構成・形状の蓄積エネルギー依存性について考察する。全ての運

転温度において蓄積エネルギーの増加に伴い、ほぼ全ての設計変数が増加してい
ることがわかる。例外は要素コイルの高さであり、その理由は上述の考察と同様
である。蓄積エネルギーの増加に対する上記設計変数の増加割合であるが、蓄積
エネルギーが 10倍になると、同設計変数はおよそ 1.6-1.8倍程度増加している。ま
た、これに伴うコイル体積の増加割合はその 3乗に対応して、4-6倍程度になって
いる。従って、蓄積エネルギーが大きくなるほど、高エネルギー密度になるため、
これに伴って高磁界になる傾向がある。例えば、運転温度 20.0 Kにおいて蓄積エ
ネルギー 100 kJでは最大磁束密度が 4.75 Tであるのに対し、蓄積エネルギー 10.0

MJでは 8.60 Tになっている。ここで注目すべき点は、蓄積エネルギーが 10倍に
なっても、コイル体積は 4-6倍程度に留まっていることである。すなわち、従来か
らLTS-SMESに関して主張されているスケールメリットという特長がHTS-SMES

に関しても該当することが示された。
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以上、様々な運転温度ならびに蓄積エネルギーに対するコイル構成・形状につい
て述べたが、以下では SMESの製作費用に直接関わる使用線材長について考察す
る。まず、様々な蓄積エネルギーに対する使用線材長の運転温度依存性を図 6.10

に示す。同図は両対数プロットであり、どの蓄積エネルギーにおいても類似した運
転温度依存性を示している。そこで、それぞれの蓄積エネルギーにおいて運転温
度 20.0 Kにおける使用線材長で規格化したものを図 6.11に示す。ここで、ln(20K)

は規格化された使用線材長である。同図に示すように、全ての曲線がほぼ重なって
おり、これは使用線材長が蓄積エネルギーに関わらず同様の運転温度依存性を有
することを示唆している。そして、使用線材長は運転温度の高温化に伴って増加
するが、運転温度 40-50 K程度を境にその増加割合が上昇していることがわかる。
従って、運転温度の高温化によって冷却コスト低減や比熱上昇による熱的安定化
が見込まれるが、それらを考慮してもHTS-SMESの運転温度は、容量によらず 40

K程度以下とすることが望ましいことがわかる。一方、様々な運転温度に対する使
用線材長の蓄積エネルギー依存性を図 6.12に示す。同図に示すように、使用線材
長はすべての運転温度において、蓄積エネルギーの増加に対して両対数プロット
で直線的に増加している。さらに、それぞれの運転温度において、蓄積エネルギー
100 kJにおける使用線材長で規格化した結果を図 6.13に示す。ここで、ln(100kJ)は
規格化された使用線材長である。同図から、使用線材長が運転温度に関わらず同
様の蓄積エネルギー依存性を有していることがわかる。また、使用線材長は蓄積
エネルギーの増加に対して両対数プロット上で直線的に増加しており、その傾き
は線形ライン（点線）よりも小さくなっていることがわかる。すなわち、SMESに
おいては、蓄積エネルギーに比例した使用線材長を必要とせず、蓄積エネルギー
が 10 倍となっても使用線材長が 5 倍程度で済むといったスケールメリットが存在
している。コイル体積に関するスケールメリットについては既に述べたが、SMES

の製作費用に直接的に関係する使用線材長に同様のスケールメリットが示された
ことは、電気二重層キャパシタ等の競合技術が存在することを考えると、非常に
有用な知見であると言える。このことにより、HTS-SMESが比較的大容量の瞬低
補償において特に有効になることが明確に示された。

6.3.5 冷却システムに関する検討

このように、様々な運転温度ならびに蓄積エネルギーに対してHTSコイルの最
適構成・形状を検討した結果、その使用線材長は蓄積エネルギーによらず同様の
運転温度依存性を有しており、また同線材長は運転温度によらず蓄積エネルギー
に対してスケールメリットを有することがわかった。このことは、所要の蓄積エ
ネルギーとは独立に、HTS-SMESの運転温度選定に関して何らかの指針を与えら
れる可能性を示唆している。具体的には、上述の議論の結果により、運転温度は
使用線材長低減の観点から少なくとも 40 K程度以下にすることが望ましいと考え
られる。一方、別途行った実験（付録C参照）によれば、その運転温度を 25 K付
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近に選定することで非常に高性能・高機能な冷却システムを実現できる可能性が
示されている。同冷却システムの提案に至るまでの過程を以下に記述する。
本設計では瞬低補償用HTS-SMESの待機状態において熱暴走が起こらないこと

を保証しているが、システムの信頼性といった観点からは不慮の事故・故障への
対策を講じておく必要がある。この中で最も起こる危険性の高い事象が、熱擾乱
の影響または冷凍機の故障に伴うHTSコイルの熱暴走である。従って、冷凍機伝
導冷却HTSコイルに関しては、上記事象に起因する発熱に対して、コイル自身の
熱容量により温度上昇を抑制するという設計方針が従来より検討されている。
一方、付加的に補助冷媒として固体窒素を適用することにより、さらに温度上

昇を抑制するというアイデアが報告されている [103–111]。これは、固体窒素が金
属類と比較しても非常に大きな比熱を有することを利用したものである。また同
冷媒は、不活性で安価な窒素（三重点温度：63.15 K）を、望ましい運転温度の観
点から固体状態で利用しようというものである。しかしながら、同固体冷媒には
冷却対象との熱接触に課題があり、具体的には界面の固体窒素が昇華していずれ
は熱接触が失われるドライアウトという耐久面での課題が存在する [112]。
これに対して、別途行った実験（付録C参照）によれば、上記固体冷媒に微量

の液体ネオンを導入することで、同冷媒のメリットをそのままに、熱接触を改善
できることがわかった [112–117]。すなわち、この固体窒素‐微量液体ネオンハイ
ブリッド蓄冷媒は、固体窒素の大きな比熱に基づいて大熱容量を実現し、また液
体ネオンによる高熱伝達特性によって同熱容量を余すところ無く活用できる。こ
れにより、同蓄冷媒は過渡的な擾乱に対しても対応しやすく、非常に高性能・高機
能な冷媒であるといえる。
以上から、同蓄冷媒をHTS-SMESに適用すれば、冷凍機の故障時に対応できる

など、システムの信頼性が飛躍的に向上すると考えられる。そして、同蓄冷媒を
実現する温度は 25 K程度であり、上述の 40 K程度以下といった要件を満足する
ことは、瞬低補償用HTS-SMESへの適用を無理なく行えることを意味している。
従って、瞬低補償用HTS-SMESの運転温度に関しては、同蓄冷媒を適用した冷却
システムの導入可能性を考慮して、25 Kに選定するメリットが大きい。

6.3.6 瞬低補償用高温超伝導SMESの最適構成例

以上のように、瞬低補償用HTS-SMESでは、運転温度を 25 Kとして上記蓄冷
媒を適用することが期待される。また HTS-SMESは、そのスケールメリットに
より実用化された LTS-SMES [29]と同様、大容量の瞬低補償に特に市場性がある
と考えられることも既に述べたとおりである。そこで、運転温度は 25 Kと選定
し、また蓄積エネルギーは上記LTS-SMESに対応する 20 MJとして、瞬低補償用
HTS-SMESの最適構成例を検討した。その時の HTSコイルの設計結果を図 6.14

に示し、上記 LTS-SMESにおけるコイルと比較する。同図に示すように、SMES

用の超伝導コイルはHTS化することにより、運転温度の高温化だけではなく、小
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Bi-2223 HTS-SMES coil
(operating at 8 T and 25 K)

Commercial
Nb-Ti LTS-SMES coil
(operating at 5 T and 4 K)

unit: m

図 6.14: 瞬低補償用 20 MJ SMESにおける超伝導コイルのサイズ比較

型化も実現できることがわかる。これは、HTSコイルが従来のNb-Tiコイルでは
実現できないような高磁界を発生できることに由来している。すなわち、この例
では、前者が 8 T程度であるのに対し、後者が 5 T程度である。ここで重要なこ
とは、本設計において想定しているHTS線材である Bi-2223/Agテープ材の臨界
電流が 77.3 Kで 70 Aであるのに対し、最新のBi-2223/Agテープ材の臨界電流は
200 A程度に及び [41]、さらに次世代線材であるY-123 coated conductorに関して
は 300 Aが達成される目安が示されていることである [43]。以上のことから、本結
果は、HTS化による SMESの小型化の可能性を示すものであり、またそのメリッ
トが今後益々大きくなることを示すものである。

6.4 まとめ
本章では、瞬低補償用 HTS-SMESの経済設計を目的として、HTSコイル使用

線材長の最小化に取り組んだ。また、同コイルの安全性、ならびにシステムとし
ての実現性に配慮すべく、熱解析の導入、総発熱上限値の設定、および様々なコ
イル構成に関する検討を行った。その結果、以下の知見を得ることができた。

• 使用線材長低減の観点からは単一のコイルという構成が適するが、冷凍機や
電力変換器の配置に影響を及ぼす漏洩磁界を含めて総合的に判断すると、ト
ロイダル型のコイル構成が妥当である。
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• 使用線材長ならびにHTSコイル体積は蓄積エネルギーに対してスケールメ
リットを有する。特に使用線材長はHTS-SMESの製作費用に直接反映され
るため、このスケールメリットは競合する瞬低補償装置に対して同システム
の非常に大きな優位性を示すものである。また、このスケールメリットは運
転温度によらずに存在する。

• 使用線材長はHTSコイルの蓄積エネルギーによらず同様の運転温度依存性
を示し、これから判断すると少なくとも 40 K程度以下の運転温度を選定す
ることが妥当であると考えられる。また、固体窒素‐微量液体ネオンハイブ
リッド蓄冷媒適用によるメリットを考慮すると、同蓄冷媒を実現する 25 K

程度が運転温度の候補として挙げられる。

• SMES用超伝導コイルは HTS化により、運転温度の高温化を実現できるだ
けではなく、高磁界化による小型化を実現できる。また、近年のHTS線材
の高性能化により、この傾向はさらに加速されることが予想される。
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第7章 結論

　本論文では、瞬低補償用HTS-SMESの最適設計に関する基礎研究を行った。大
容量瞬低補償装置として SMESの実現性が実証されており、また近年のHTS線材
性能向上に伴い様々な超伝導機器のHTS化が現実味を帯びる中、本論文における
成果は、SMESの超伝導機器ならではの有効性とHTS化による経済性を結びつけ
るためには必要不可欠な知見であると考えられる。詳細は以下のとおりである。
第 1章では、瞬低補償用 SMESのHTS化の必要性とその際の注意すべき課題に

ついて述べた。SMESは他の競合技術と比較して様々なメリットを有しており、特
に大容量の瞬低補償に市場性が示されている一方、同装置が主に経済的損失に備
えるものであること、また競合技術のさらなる進歩を考慮すると、HTS化による
経済性向上が同装置導入拡大の鍵を握っていると述べた。一方、HTS-SMES設計
の際には、線材特性と冷却方式の違いから従来の LTS-SMESと同様の設計手法を
適用することが不適当であり、コイルの臨界電流のみではなく発熱を直接評価す
る必要性を示唆した。
第 2章では、HTSコイルの発熱の評価に重要となるHTS材料の J-E特性に関

して、その背景にある物理現象を紹介し、またその物理現象に基づいた同特性評
価手法について紹介した。さらに、その中でもパーコレーション遷移モデルを拡
張して得られている解析式によれば、HTS材料の J-E特性をその非線形性、温度
依存性、磁界依存性、および磁界印加角度依存性まで含めて定量的に記述できる
ことを示した。
第 3章では、第 2章の J-E特性定量評価式を用いて、HTSコイルの通電性能を

評価する手法について述べた。有限要素法による磁束密度分布計算と別途開発し
た電流密度分布計算を連携して解析した結果、HTSコイルの設計に際しては局所
的な発熱と総発熱の双方に注意すべきであることがわかった。また、従来研究にお
いて重要視されており、一般的にコイルの最大電界で決定される臨界電流は、前
者のみに配慮するものであり、冷凍機による冷却では極めて重要である総発熱の
評価に関してはほとんど情報を有していないことを示した。
第 4章では、第 3章の議論からHTSコイルの通電性能を代表するパラメータと

して考えられる最大電界と総発熱について、そのコイル形状依存性を調べること
により、HTSコイル形状最適化の必要性とその際の注意点について検討した。そ
の結果、最大電界と総発熱は両者ともコイル形状によって非常に広い範囲の値を
取ること、また両者の最小化を目的としたコイル設計を行う場合には局所的最適
解の存在に注意すべきであることがわかった。
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第 5章では、第 4章の議論から、大域的最適化手法の 1つである遺伝アルゴリズ
ムを適用して、HTSコイルの形状最適化手法を開発した。同手法を用いて、最大
電界の最小化ならびに総発熱の最小化の双方に取り組んだ結果、当初の予想に反
して両者の方向性は必ずしも一致しないことがわかった。すなわち、第 3章で重
要であると述べた、コイルの局所的な発熱と総発熱の 2点に関して個別に配慮す
る必要性を示唆した。
第 6章では、上記 2点に関する安全性を確保し、また漏洩磁界に関するシステム

の実現性に配慮して、瞬低補償用HTS-SMESの最適設計を行った。使用線材長と
漏洩磁界から総合的に判断した結果、トロイダル型のコイル構成が妥当であるこ
とを述べた。また、選定すべき運転温度の目安を示すと共に、他の競合する瞬低
補償装置に対しての優位性を保証するスケールメリットという利点をHTS-SMES

に関して示すことに成功した。さらに、従来の LTS-SMESと同じ蓄積エネルギー
の下で貯蔵部のサイズを比較した結果、HTS化によって運転温度の高温化はもち
ろんのこと、高磁界化による小型化を実現できることがわかった。
以上のように、本論文ではHTS材料における発熱発生の機構から出発し、HTS

線材の特性評価、HTSコイルの解析、およびHTS-SMESシステムを指向したHTS

コイルの最適設計を行った。従って、通常は機器の最適設計結果に対する考察は
困難であるが、本論文におけるHTSコイル設計結果に関しては、物理現象に立ち
戻って考察することにある程度成功していると共に、機器設計側から材料開発側へ
のフィードバックが考えられるなど、従来研究には見られない特長を有している。

今後の課題
本研究で開発した設計手法は、NEDOの国家プロジェクト「超電導電力ネット

ワーク制御技術開発」で進められている次世代線材を用いた電力系統制御用HTS-

SMESの開発に役立てられている [118, 119]。一方、同プロジェクトにおいては、
大容量 SMESを目指したHTS線材の導体化 [120]、また瞬低補償用 SMESでは大
きな問題にならなかった機械的応力 [121,122]や交流損失の影響 [98,100]について
も詳細に検討する必要があり、これらがHTS-SMESの設計に関しての今後の課題
として挙げられる。また、コイルのHTS化のみならず、これに伴う冷却システム
の最適化 [123,124]、および電力変換器における損失を飛躍的に低減できる即応性
永久電流スイッチの開発 [125–129]など、HTS-SMESトータルシステムとしての
高機能化に関しても取り組んでいく予定である。
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付 録A n値の電流密度依存性

　式 (2.1)の n値について補足する。まず、「nが J 依存性を有していない」と仮
定する。この時、同式においてEを J で微分すると

dE

dJ
= nEc

Jn−1

Jn
c

= n
1

J
Ec

(
J

Jc

)n

= n
E

J
(A.1)

となり、nは

n =
dE
dJ
E
J

(A.2)

と表現することができる。ここで、式 (2.4)を上式に代入すると、nは

J local
cm ≥ 0 Am−2の時

n =
ρFF

(
J−J local

cm

J local
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)m
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=
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=
m + 1

1− J local
cm
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J local
cm < 0 Am−2の時
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ρFF
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[(
J+|J local
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と導出される。すなわち、式 (A.3)式 (A.4)をまとめると、nは

n =





m + 1

1− J local
cm

J

for J local
cm ≥ 0 Am−2

m + 1

1 + |J local
cm |
J

− |J local
cm |
J

(
|Jlocal

cm |
J

1+
|Jlocal

cm |
J

)m

for J local
cm < 0 Am−2

(A.5)

と表現できる。上式によれば、初めに前提とした「nがJ依存性を有していない」と
いう仮定が正しくなく、またnが定数（m+1に対応）として扱えるのは、|J

local
cm |
J

≈ 0、
すなわち J À |J local

cm |の時に限られることがわかる。一方、HTS機器においては、
HTS材料における低抵抗領域を応用することが視野に入れられていることを考慮
すると、抵抗の有無を厳密に評価できる J local

cm 付近の電流密度を評価することは非
常に重要である。従って、この時には上記条件 J À |J local

cm |が必ずしも満足されず、
HTS機器の評価・設計に際しては n値の電流密度依存性を無視することが不適当
であると考えられる。
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付 録B 使用線材長に関する規格化

　ここでは、4.3.4における規格化の考え方について補足する。

内半径、外半径、および高さの変換
まず、コイルの内半径、外半径、および高さの変換について説明する。変換前

と変換後では、コイル巻線部の体積に関して以下の関係が成り立つ。

π(r2
o − r2

i )h = Atapeltotal (B.1)

π(r̃2
o − r̃2

i )h̃ = Atapel̃total (B.2)

ここで、式 (B.1)を式 (B.2)で割ると
((

ro

r̃o

)2

−
(

ri

r̃i

)2
)

h

h̃
=

ltotal

l̃total

(B.3)

となる。すなわち、コイルの内半径、外半径、および高さに関しては、

ri → r̃i =

(
ltotal

l̃total

)− 1
3

ri (B.4)

ro → r̃o =

(
ltotal

l̃total

)− 1
3

ro (B.5)

h → h̃ =

(
ltotal

l̃total

)− 1
3

h (B.6)

のように、それぞれを
(

ltotal
l̃total

)− 1
3
倍して変換すれば、コイル形状を変化させずに使

用線材長を規格化することができる。

最大磁束密度と最大垂直磁束密度の変換
次に、最大磁束密度と最大垂直磁束密度の変換について説明する。上記の変換

により、変換後のコイルの体積が変換前の
(

ltotal
l̃total

)−1

倍になっていることに注意す
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ると、同一のエネルギーを蓄積するためには、エネルギー密度が
(

ltotal
l̃total

)
倍である

必要がある。ここで、エネルギー密度は、コイルに蓄積されるエネルギーが

W =

∫
1

2

B2

µ0

dV (B.7)

で与えられることからもわかるように、磁束密度の 2乗に比例する。従って、最
大磁束密度と最大垂直磁束密度に関しては、

Bmax → B̃max =

(
ltotal

l̃total

) 1
2

Bmax (B.8)

B⊥max → B̃⊥max =

(
ltotal

l̃total

) 1
2

B⊥max (B.9)

のように、それぞれを
(

ltotal
l̃total

) 1
2
倍して変換すればよい。

通電電流の変換
最後に、通電電流の変換について説明する。コイルに蓄積されるエネルギーは、

鎖交磁束と通電電流に比例し、

W =
1

2
BaveSeffN I (B.10)

とも表される。ここで、Seffはコイル内に通過する磁束の有効断面積であり、Bave

はSeffに関して平均的な磁束密度である。また、N はコイルのターン数である。ま
ず、Baveに関しては、上述の議論から変換後には

(
ltotal
l̃total

) 1
2
倍になる。次に、Seffに

関しては、変換後ではそれぞれの座標軸が
(

ltotal
l̃total

)− 1
3
倍になっていることを考慮す

ると、
(

ltotal
l̃total

)− 2
3
倍になる。さらに、N に関しては、変換後のコイル巻線部の断面

積が
(

ltotal
l̃total

)− 2
3
倍になることを考慮すると、

(
ltotal
l̃total

)− 2
3
倍になる。従って、上式中

の鎖交磁束BaveSeffN は、変換後には
(

ltotal
l̃total

) 1
2
(

ltotal
l̃total

)− 2
3
(

ltotal
l̃total

)− 2
3

=
(

ltotal
l̃total

)− 5
6
倍

となる。以上から、同一蓄積エネルギーの下で議論するためには、通電電流を

I → Ĩ =

(
ltotal

l̃total

) 5
6

I (B.11)

のように、
(

ltotal
l̃total

) 5
6
倍して変換すればよい。
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付 録C 固体窒素‐液体ネオンハイ
ブリッド蓄冷媒

概要
本論でも述べているように、冷凍機伝導冷却HTS機器に固体窒素を蓄冷媒とし

て適用することが提案されている。これは、不活性で環境に優しく資源が豊富であ
り、比熱が大きな窒素を、HTS機器の運転温度との兼ね合いから三重点温度（63.1

K）以下の温度、すなわち固体状態で適用することを目指したものである。固体窒
素蓄冷媒を適用すれば、同蓄冷媒の大きな熱容量によって、冷凍機を一時的に切
り離せるなどのポータビリティというメリットが生まれるだけではなく、冷凍機
故障時にしばらくの間対応できるなどシステムとしての信頼性が向上する。また、
冷凍機の長寿命化も期待される。しかしながら、同蓄冷媒は、固体冷媒というこ
とで冷却対象との熱接触に課題を抱えている。それに加えて、冷却対象表面の窒
素が昇華してさらに熱接触が失われていくドライアウト現象は、同蓄冷媒の耐久
面での課題となっている。以上の状況では、同蓄冷媒の大熱容量を冷却対象の温
度上昇抑制に関して効果的に機能させることが困難であり、上記課題を解決する
ことは非常に重要であると考えられる。
そこで、ここでは微量の液体ネオンを用いた固体窒素蓄冷媒の熱接触改善法に

ついて実験的に検証し、固体窒素‐液体ネオンハイブリッド蓄冷媒を提案する。こ
れは、上記固体冷媒特有の課題を、液体冷媒の力を借りて克服しようとするもの
である。すなわち、蓄冷の役割は従来どおり固体窒素が担う一方、冷却対象から
冷媒への熱伝達、ならびに冷媒中の熱の輸送の役割のみを液体ネオンに担当させ
ることが狙いである。この役割における液体ネオンは少量で済むと考えられ、本
ハイブリッド蓄冷媒は、安価という固体窒素のメリットにも影響を与えないほど
微量のネオンを導入するだけで上記熱接触改善を実現するものである。

実験方法
冷却対象とした試料は短尺のBi-2223/Agテープ材であり、同試料の両端に熱浴

と電極を兼ねた銅ブロックをハンダ付けすることで、図 C.1に示すような試料ホ
ルダとする。また、臨界電流測定用の電圧タップ間に高応答温度センサを熱伝導
グリースによって取り付けている。そして、図 C.2に示すように、同試料ホルダ
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図 C.1: 試料ホルダの概略図
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図 C.2: 実験システムの概略図

はGM冷凍機試料室内の冷却ステージ上に設置しており、同試料室はインジウム
シールにより真空断熱層とは隔離されている。すなわち、同試料室内に冷媒が作
製されることになる。
さて、固体窒素‐液体ネオンハイブリッド蓄冷媒の作製手順は以下のとおりで

ある。まず、試料室温度を 64 Kに設定し、図C.2右側ならびに図C.3に示すガス
導入システムを介して高純度（純度：99.9999%）窒素ガスを封入する。このとき、
上記温度は窒素の三重点温度（63.1 K）直上の温度であることから、試料室内には
液体窒素が作製され、その様子は観測窓から目視によって確認することができる。
次に、試料室温度を 25 Kに設定して、窒素を固化・冷却する。その後、上記シス
テムを介して高純度（純度：99.9999%）ネオンガスを試料室に導入する。このと
き、ネオンの大気圧沸点（27.1 K）ならびに三重点温度（24.6 K）を考慮すると、
ネオンが液化すると考えられるが、固体窒素中に微量に導入されていることもあ
り、観測窓からの目視確認は不可能である。そこで、上記システムに導入したマ
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図 C.3: ガス導入システムの写真

スフローコントローラによって得られたネオンガス総導入量から、試料室内圧力
がネオンの飽和蒸気圧に達するのに必要なネオンガス量を差し引くことで、液体
ネオンの存在とその量を評価するものとする。
以上の手順により、試料を固体窒素‐液体ネオンハイブリッド蓄冷媒によって

含浸する。そして、同試料に臨界電流以上の電流を通電することで発熱させ、そ
の時の温度変化によって同蓄冷媒の冷却特性を検証する。

結果・考察

熱接触の改善

まず、液体ネオン導入による熱接触改善の効果について述べる。図C.4に様々な
ネオン導入量に対する試料温度の時間変化を示す。なお、これは試料に臨界電流
の 1.22倍の電流を 10分間通電したときの温度変化であり、同様の通電を無冷媒状
態で行うと試料が即座に焼損することを確認している。これに対し、固体窒素の
みの場合（条件（I））でもこのような過酷な条件に対して 10分間試料を焼損する
ことなく冷却できていることがわかる。ただし、この時間内では継続的な温度上
昇が見られ、安定するには至っていない。一方、ネオンがガス状態で存在（条件
（II）（III））すれば、上記温度上昇が抑制されていることがわかる。これは、測定
温度の 25 Kではガス状態の窒素が昇華曲線の関係からほぼ存在せず、固体窒素接
触面以外での窒素ガスによる冷却効果が期待できないのに対し、ネオンがガス状
態で存在すれば同ガスが熱伝達物質として冷却に貢献するからであると考えられ
る。すなわち、このことは、冷却対象と固体窒素の間に空隙が存在する可能性を
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図 C.4: 様々なネオン導入量に対する過電流通電時の試料温度の時間変化

示唆しており、固体窒素の熱接触の不十分さを示すものであると考えられる。さ
て、固体窒素‐液体ネオンハイブリッド蓄冷媒が実現されている場合（条件（IV）
（V））、すなわち液体ネオンが存在する条件に着目する。同条件では、液体ネオ
ンが存在しない場合よりもさらに温度上昇が抑制されていることがわかる。ここ
で注目すべき点は、試料温度が安定状態に達していることであり、これは試料の
発熱を冷媒が全て吸収できていることを示している。しかも、このような優れた
冷却特性は、液体ネオンの量（5.4 g）が固体窒素（300 g）に対して重量比わずか
1.8%の時（条件（IV））でも観測されており、厳密にはこれ以下の割合でも機能す
ると考えられる。すなわち、液体ネオンの存在こそが固体窒素と冷却対象間の熱
接触改善の決め手であると考えられる。この理由については、液体ネオンが固体
窒素と冷却対象間に存在することによる接触面積増加の影響と考えているが、ネ
オンが「冷却対象表面で気化」・「固体窒素中で凝縮」を繰り返すことでヒートパ
イプのような役割を担っているのではないかとの指摘も頂いている。

ドライアウト現象の補償

以上のように、微量の液体ネオンを導入することで固体窒素蓄冷媒の熱接触を
飛躍的に改善することに成功した。一方、固体窒素蓄冷媒には、ドライアウト現
象という熱接触に関する耐久面での課題も存在する。これに対し、液体ネオンを
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導入しておけば、このドライアウト現象までも補償することが可能となる。詳細
は以下のとおりである。
図 C.5に、繰り返し過電流通電を行った際の試料温度の時間変化を示す。同図

は、固体窒素蓄冷媒のみの場合と、固体窒素‐液体ネオンハイブリッド蓄冷媒を
適用した場合の結果であり、それぞれ、試料に臨界電流の 1.37倍の電流を 10分間
通電し、その後初期温度に安定するのを待つという作業を 10回繰り返して測定し
たものである。まず、固体窒素のみの場合に着目すると、過電流通電の回数を増
すごとに温度上昇は激しくなっており、ある回数以降では変曲点が見られるなど
温度の安定する様子が全く見られない。このように、固体窒素のみでは徐々に冷
却特性が低下していき、これがドライアウト現象によるものであると考えられる。
すなわち、冷却対象との接触面において熱を吸収した固体窒素は次第に昇華して
いき、冷却対象との熱接触が悪化していると考えられる。一方、液体ネオンを導
入した場合に着目すると、1回目との差は存在するものの、2回目以降は全く同じ
温度変化を示している。これは、液体ネオンの導入によって上記ドライアウト現
象が補償されたことを意味している。この理由は、冷却対象との接触面の固体窒
素が昇華しても、それによってできた空隙には液体ネオンが存在しているためで
あると考えられる。従って、液体ネオンの存在、すなわち固体窒素‐液体ネオン
ハイブリッド蓄冷媒によれば、ドライアウト前の固体窒素蓄冷媒の熱接触を改善
できるだけでなく、ドライアウト現象まで補償できる。

まとめ
HTS機器の蓄冷媒として提案されている固体窒素蓄冷媒に微量の液体ネオンを

導入するだけで、熱接触が改善し、これに伴ってドライアウト現象まで補償でき
ることがわかった。すなわち、固体窒素‐液体ネオンハイブリッド蓄冷媒は、固体
窒素蓄冷媒の蓄冷機能に、高熱伝達特性、さらには高耐久性を与える非常に優れ
た補助冷媒であるといえる。また、同ハイブリッド冷媒は、ネオンの大気圧沸点
（27.1 K）ならびに三重点温度（24.6 K）から 25 K程度で実現し、磁界応用のHTS

機器の想定運転温度との整合性も良好であることから、瞬低補償用HTS-SMESに
も無理なく導入できると考えられる。そして、待機運転時のシステムの信頼性の
向上はもちろんのこと、瞬低補償の際の放電時に発生するHTSコイルの発熱を吸
収できることから、再充電開始までの時間も短縮できるのではないかと期待して
いる。さらには、ネオンまでも固化した固体窒素‐微量固体ネオンハイブリッド
蓄冷媒とすることにより、運転温度範囲を広げる提案も行っている。
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図 C.5: 繰り返し過電流通電に対する試料温度の時間変化（No.：過電流通電回数）
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